
Ⅰ 感染拡大防止

① 医療体制の整備

１

令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の効果検証一覧(全102事業)

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
休日救急診療事
業費

新型コロナウイルス感染拡大により、市医師
会が運営する「休日救急診療室」の体制強
化を図るため、医師・看護師の増員、薬剤
師・誘導員の配置及び携帯電話配備を行
う。市は市医師会へ補助を行う。

13,120,000 3,194,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う休日
救急診療室の受診者の急増に対応するた
め、医師及び看護師を増員し、薬剤師や誘導
員の配置等を行った。

体制を強化したことにより、他の医療機関が
休診となる日曜・祝日及び年末年始の発熱
患者の受け入れ先として十分に機能すること
ができた。また、救急外来の負担軽減にもつ
ながった。

日祝、年末年始のほぼ唯一の診療所（１次
医療）として、２次救急の負担軽減はもちろ
ん、軽微な症状の患者への対応、新型コロ
ナの検査等において、大きな役割を果たすこ
とができた。

③ 保健衛生課

新型コロナの感染拡大により医療機関、高
齢者施設、障がい者施設等へ抗原定性検査
キットを配付するもの。

280,525 280,000 R4.10.1 R4.12.31
診療・検査医療機関（いわゆる発熱外来）に
対し、診療用として抗原定性検査キットを配
布した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
る診療に必要な抗原定性検査キット需要の
増加に対応することができた。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
う検査件数の増加により検査キットの需要が
増加している状態においても、滞ることなく検
査を行うことができた。

① 保健衛生課

新型コロナウイルス感染症患者の入院医療
費及び疑い患者の検査費の支払い

8,329,145 8,329,000 R4.4.1 R5.3.31
公費負担医療費及び検査費の支払いに伴う
審査支払機関への審査手数料

入院医療費及び検査費の適切な支払いを進
めることができた。

入院医療費及び検査費のレセプトについて、
適切に審査を進めることができた。

① 保健衛生課

新型コロナの感染拡大により、高齢者施設、
障がい者施設、小中学校、保育所等へ抗原
定性検査キットを配付するもの。

5,185,967 5,185,000 R4.11.1 R5.3.31
高齢者施設等の従事者等を定期的に検査す
るための抗原定性検査キットを、施設に配布
した。

新型コロナウイルス感染症の感染者を早期
に発見し、施設内での感染拡大の防止に早
い段階から対応することができた。

従事者への定期検査や、新規入所者への検
査を行うことで、無症状病原体保有者や感染
者の早期発見につながり、施設内での感染
拡大の防止・抑制に向けた対策を取ることが
できた。

① 保健衛生課

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
業務増大に対応するため、正規職員を応援
職員として配置し保健所体制の強化を図る。

61,080,228 38,052,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
業務増大に対応するため、正規職員を応援
職員として配置する。

感染者拡大に伴う感染症対応事業を円滑に
行い、保健所の体制強化が図れた。

①⑤ 健康福祉総務課

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
業務増大に対応するため、新たに任期付職
員32人を配置し保健所体制の強化を図る。

133,143,985 82,948,000 R4.4.1 R5.3.31
新型コロナウイルス感染拡大による保健所
業務増大に対応するため、任期付職員34人
を配置する。

感染者拡大に伴う感染症対応事業を円滑に
行い、保健所の体制強化が図れた。

①⑤ 健康福祉総務課

新型コロナウイルス感染拡大による保健衛
生課業務増大に対応するため、任期付職員
2人を配置する。

8,201,214 8,201,000 R4.6.15 R5.3.31
新型コロナウイルス感染拡大による保健衛
生課業務増大に対応するため、任期付職員
2人を配置した。

新型コロナウイルス感染拡大による業務増
大に対応することができた。

新型コロナウイルス感染拡大による業務増
大に対応することができた。

① 保健衛生課

4
保健所管理運営
費（保健所）県人
件費負担金

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
業務増大に対応するため、島根県が新たに
配置する任期付職員7人及び県職員応援職
員の派遣に伴う人件費負担金。

35,383,179 22,043,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
業務増大に対応するため、島根県が配置す
る任期付職員(9人)及び県職員応援職員
(187人)の派遣に伴う人件費を負担する。

感染者拡大に伴う感染症対応事業を円滑に
行い、保健所の体制強化が図れた。

①⑤ 健康福祉総務課

職員人件費3

事業始期 事業終期

2
感染症対策事業
（保健所関連）

総事業費(円） 事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要 事業実施内容

●感染者拡大に伴う感染症対応を円滑に行うため、質の高い医
療体制の確保や保健所の体制強化、相談に対応する専門スタッ
フの配置等に対する支援を行った。

●また、教育現場や各施設における衛生用品の購入、空調設備の
改修、Web会議システムの導入といった幅広い感染防止策を講
じることができた。



Ⅰ 感染拡大防止

２

② 相談・セミナー・啓発

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
事業所相談体制
強化事業

商工会議所に新型コロナウイルス感染症に
関連する相談に対応する専門スタッフの配
置、専門家派遣、支援策の広報及びセミ
ナー・相談会の開催等申請支援に要する経
費を支援

5,427,000 5,427,000 R4.4.1 R5.3.31

商工会議所に新型コロナウイルス感染症に
関連する相談に対応する専門スタッフの配
置、専門家派遣、支援策の広報等申請支援
に要する経費を支援する。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化
する中、中小企業・小規模事業者の様々な
経営課題に対応し、必要な支援を実施するこ
とにより、事業者の事業継続を図った。

・事業者からの相談が増大する中、専門家に
よる相談窓口設置により、事業者の経営課
題に応じた国、県、市の各種支援策や資金
繰り支援につなげることができた。

⑦ 商工企画課

2
疾病予防対策事
業費等補助金

新型コロナウイルス感染症の影響で啓発活
動や受診が困難であったが、追加の実施率
向上の取組を実施することで対象世代の男
性の抗体保有率を90％に引き上げることに
より、風しんの感染拡大を防止し、妊婦への
感染及び先天性風しん症候群（CRS）の発生
を防止する。

7,321,000 0 R4.4.1 R5.3.31

風しんの抗体検査を未受診の人にクーポン
券（抗体検査と予防接種の無料受診券）を送
付し接種勧奨を行った。また転入者に対して
は、3ヶ月毎に同様のクーポン券を送付した。
併せて、コロナワクチン接種会場にポスター
の掲示、チラシを配架し周知した。

クーポン券送付人数
・抗体検査の未受診の人　１４，７８８人
・転入者（年4回）　４７１人

抗体検査の実施人数は対象者に対して
3.6％にとどまったが、抗体検査の結果、抗体
が低く接種対象となった人の接種率は
86.5％であり、一定数の風しんの感染拡大を
防止し、妊婦への感染及び先天性風しん症
候群の発生を防止した。
風しんの感染拡大防止の啓発活動を行うこと
で、新型コロナウイルスを含む感染症に対す
る関心を高めてもらうことにつながった。

抗体検査の実施人数：５３２人
定期接種の接種人数：１５２人

― ➀② 健康推進課

3
地域少子化対策
重点推進交付金

新型コロナウイルス感染症に関する相談へ
の回答及び関連する情報の発信

5,491,150 1,296,000 R4.4.1 R5.3.31

LINEを用いて24時間365日いつでも新型コロ
ナウイルス感染症を含む子育てに関する相
談ができる体制を提供した。
新型コロナウイルス対策を含む情報発信を
行った。

市民からの相談や情報発信をタイムリーに行
うことができた。
・友達登録数 2,053名（令和4年度末時点・
累計）
・新型コロナウイルス感染症に関する相談を
含む、子育てに関する相談件数　1,309件
・新型コロナウイルス感染症に関する情報発
信 39件

利用者アンケートの満足度割合70.7％ ① こども政策課

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期



7
健康診断分散実
施事業

新型コロナウイルス感染症対策として、学校
の定期健診、就学時健診を分散して実施す
る

651,100 651,000 R4.4.1 R5.3.31

小・義務教育学校での就学時健康診断の際
に、密を避けるため1回の人数を減らし分割し
て実施した。そのため医師、帯同看護師を例
年より多い回数依頼した。健診時に必要な
医師等が使用する、マスク、ガウン、グロー
ブ等の衛生用品を整備した。
・医師報酬（20人：19,800円）396,000円
・帯同看護師報酬（8人：3,900円）35,100円
・衛生用品220,000円

衛生用品を整備することで、感染拡大を防止
することができ、医師による健診が滞りなく
実施することができた。

- ① 学校教育課

Ⅰ 感染拡大防止

③ 施設改修・備品購入

３

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
職員採用試験分
散実施事業

新型コロナウイルス感染症対策として、職員
採用試験を分散して実施する（首都圏、関西
圏）

1,125,630 1,125,000 R4.4.1 R5.3.31

職員採用試験受験者の移動リスク軽減及び
感染対策を考慮した会場設営の観点から、
会場を東京及び大阪にも設置し分散実施し
たもの。
前期・後期　大阪会場・東京会場にて実施
前期・後期　松江会場にて会場設営を委託
・会場借上げ料：546,590円
・会場設営/撤去費用：579,040円
受験者数：松江会場324人、大阪会場24人、
東京会場18人
受験者総数　R4年度：366人、R3年度：343
人

充分な間隔を保った環境での試験実施及び
受験者の移動リスクの軽減を図ることができ
た。目標である職員採用試験受験者の10％
増には達成しなかったが、昨年度より微増し
ており上記理由からも一定程度の効果が
あった。

・コロナ禍の中、遠方の受験者にとってアク
セス面の良さ、受験しやすい環境であった。
・会場は十分な間隔が保たれ、感染を気に
することなく安心して受験に臨むことができ
た。

① 人事課

2
庁舎維持管理事
業

庁舎内のコロナウィルス感染症予防対策の
実施による来庁者と職員の感染を防ぐ 1,685,924 1,685,000 R4.4.1 R5.3.31

・飛沫防止のため窓口等へパーテーションを
設置。
・感染防止のため手指消毒のための機器を
出入口や窓口に設置。
・窓口のカウンター等の消毒や来庁者等の
手指消毒するための消毒液等を購入。
・コロナウィルス感染の陽性者が職員であっ
た場合の事務室等の消毒。

・パーテーションや消毒液を出入口や窓口設
置することにより、感染拡大防止につながっ
た。
・職員でコロナウィルス感染の陽性者対応で
消毒を行ったことにより、感染拡大防止につ
ながった。

①　⑤ 資産経営課

3
衛生用品等購入
事業（民生児童
委員）

新型コロナウイルス感染症対策として、民生
委員・児童委員に訪問活動時に使用する衛
生用品を配布する。

283,250 283,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
消耗品（マスク・手指消毒液）を購入し、民生
委員・児童委員へ配布。（マスクは1人2箱、
手指消毒液は1人１個）
【支給実績】
マスク966箱、手指消毒483個

新型コロナウイルス感染拡大防止につなが
り、民生児童委員の見守り訪問活動への支
援となった。

① 健康福祉総務課

4
塵芥処理一般管
理事業

ごみ収集や処分施設での業務における新型
コロナウイルス感染対策を強化するため、マ
スクや消毒液等の購入

344,487 344,000 R4.7.1 R4.9.9

ごみ収集や処分施設での業務における新型
コロナウイルス感染対策を強化するため、マ
スクや消毒液等の購入
マスク＠2.45円×2人×2枚×250日×73台
×1.1（消費税）=196,735円
消毒液＠460円×4本×73台×1.1（消費税）
=147,752円

マスク・パーテーション・消毒液によりごみ収
集の作業員や事務員および処理施設の作
業員の感染防止・感染拡大防止につながっ
た。

マスク・パーテーション・消毒液によりごみ収
集の作業員や事務員および処理施設の作
業員の感染防止・感染拡大防止につながっ
た。

①、④ リサイクル都市推進課

5 常備消防事業

消防職員が新型コロナウイルスに感染し、業
務に大きな支障が生じるリスクを可能な限り
低減し、業務を継続させるために感染防止対
策・感染防止消耗品を充足配備するもの。

832,357 832,000 R4.4.1 R5.2.7

・救急仮眠室の壁紙を抗ウイルス性の壁紙
へ修繕を行った。
・手指消毒液、検査キッドの購入
・採用試験会場使用料

【担当課】
・救急仮眠室の壁紙修繕及び、手指消毒
液、検査キッドを購入することで、消防職員
が新型コロナウイルスに感染するリスクを軽
減することができた。
・通常は１会場で採用試験を行うところを、複
数会場で行うことにより、密が避けられ、受
験者の感染リスクを軽減することができた。

【事業者】
同左。

① 消防総務課

6
消防救急活動事
業

消防救急活動における新型コロナウイルス
感染症感染対策消耗品を購入することによ
り、患者及び救急隊員の感染防止を図る。

3,886,836 3,886,000 R4.4.1 R5.3.31

消毒用エタノール、N95マスク、ニトリルグ
ローブ、ストレッチャーカバー、ラミロール、感
染防護衣（使い捨てタイプ）等の購入。
消耗品合計：3,886,836円

現場活動隊員の感染防止を図ることができ、
医療提供体制の継続に寄与した。

出動隊員の感染防止に有効であった。 ①③⑤ 警防課

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期



Ⅰ 感染拡大防止

③ 施設改修・備品購入

４

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

8 トイレ改修事業
学校トイレの洋式化・非接触化（水栓・照明）
などを行うことにより、新型コロナウイルス感
染防止対策を図る。

33,770,000 33,770,000 R4.6.6 R5.2.22
学校トイレの洋式化・非接触化（水栓・照明）
などを行うことにより、新型コロナウイルス感
染防止対策を図る。

洋式化・非接触化（水栓・照明）などを行うこ
とにより、感染症の拡大防止を図ることがで
きた。

同　左 ①、⑤ 学校管理課

9
公民館施設改修
事業

市内公民館のトイレについて、新型コロナウ
イルス感染症対策として、スイッチの非接触
化や大便器の飛散防止にかかる改修工事を
行う。

43,811,900 43,811,000 R4.6.6 R5.3.15

対象公民館　22館のトイレについて、新型コ
ロナウイルス感染症対策として、スイッチの
非接触化や大便器の飛散防止にかかる改
修工事を行った。
　・大便器洋式化　　13館　39箇所
　・手洗い自動水栓　17館　61箇所
　・小便器自動水栓　14館　41箇所
　・自動照明　　　　18館　65箇所

スイッチ類の非接触化及び大便器の洋式化
により、感染症対策を図るとともに、安全性
及び利便性が向上した。

・感染リスクが減り、利用者が安心して利用
できるようになった。
・スイッチを押す（探す）必要が無くなり使い
易くなった。
・トイレが新しくなり、利用者が喜んでいる。

①,⑤ 生涯学習課

10
中央図書館運営
事業

松江市立図書館に衛生用品を配備すること
により、新型コロナウイルス感染症拡大防止
を図り、図書館サービス事業を継続する

950,000 950,000 R4.4.1 R5.3.31

感染症対策のため、消毒液や空気清浄機な
どの感染症対策物品を購入した。
・空気清浄機：265,980円
・空間除菌噴霧器：104,060円
・デスクスクリーン、アクリルパーティション、
シート用フロアスタンド：83,908円
・消毒液、サーキュレーター等：496,052円

・新型コロナウイルスの感染防止及び感染
拡大防止につながった。

① 中央図書館

11
郵送業務感染症
対策事業

郵便料金計器を導入し、郵便物の発送業務
による職員間の接触機会を減らすことによ
り、新型コロナウイルス感染症の感染リスク
を低減する。

5,145,000 5,145,000 R4.10.11 R5.3.10

郵便料金計器導入のため、備品購入費、消
耗品費に活用。
・郵便料金計器、5,060千円
・インク等消耗品、85千円

各課の職員が機器を操作することで、職員
間の接触機会を減らし、新型コロナウイルス
感染症の感染リスクを低減することができ
た。機器を使用した集計表も、データでメー
ル送信できるため、手作業での集計作業は
ほぼ不要となり、総務課職員の発送業務量
が減少した。

【市職員】時間を気にせず、発送業務を行う
ことが可能になった。
【郵便局職員】発送される郵便物の大半が機
器を使用しているため、手作業で通数を数え
る手間が減り、市役所で行う集荷作業時間
も、導入前より２分の１に削減された。

① 総務課

12
京店カラコロ広場
トイレ改修事業

新型コロナウイルス感染症対策として、和式
トイレを洋式トイレに変更する。フタのある洋
式トイレに改修することで飛散を防ぐ。

1,054,900 1,054,000 R4.11.1 R4.12.23
左記概要のとおり、トイレ洋式化工事を行っ
た。
【工事金額】1,054,900円

飛沫拡散防止による新型コロナウイルス感
染症対策を講じることができた。 ・飛沫拡散防止につながった。 ⑤ 商工企画課

宍道農村環境改善センターのトイレをフタの
有る洋式に改修することで飛散を防ぎ、新型
コロナウイルスの感染防止を図る。

1,980,000 1,980,000 R4.8.10 R4.12.9

宍道農村環境改善センターのトイレをフタの
有る洋式に改修することで、新型コロナウイ
ルスの飛散を防ぎ感染防止を図った。
・共用トイレ　78千円
・男性トイレ・女性トイレ　120千円

トイレを洋式化することにより、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止を図ることができ、施
設利用者の安心・安全の確保につながっ
た。

【指定管理者】新型コロナウイルス感染症拡
大防止を図ることができ、施設利用者の安
心・安全の確保につながり、また副次的に、
洋式化することで、足の不自由な高齢者等
の利便性にもつながった。
【施設利用者】しっかり感染拡大防止策がし
てあり、より安心して利用できるようになっ
た。

① 農政課

新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的
に、密閉を回避するため、換気による窓の開
放による研修室の温度の上昇等を緩和する
ため、宍道農村環境改善センターの空調設
備の更新を行うもの。また、従前の施設内の
共用の空調設備ではなく、単独の空調に更
新することにより、菌の侵入や飛散を防ぐも
の。

1,298,000 1,298,000 R4.7.1 R4.9.12

新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的
として、宍道農村環境改善センターの空調設
備の更新を行った。従前の施設内の共用の
空調設備ではなく、単独の空調に更新するこ
とにより、空気の循環がなくなり他室からの
感染防止を図った。
・農事研修室　空調一式　1,298千円

空調設備の更新を行ったことで、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止を図ることができ、
施設利用者の安心・安全の確保につながっ
た。

【指定管理者】空調を通じた空気の循環によ
る他室利用者からの新型コロナウイルス感
染症リスクが軽減され、安心・安全に施設運
営ができるようになった。
【施設利用者】しっかり感染拡大防止策がし
てあり、より安心して利用できるようになっ
た。

⑥ 農政課

13
宍道農村環境改
善センター施設更

新事業
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14
市民農園改修事
業

市民農園のトイレをフタのある洋式に改修す
ることで飛散を防ぎ、橋の拡張を行うことで、
新型コロナウイルスの感染防止を図る。

4,441,300 3,671,000 R4.12.2 R5.3.30

①市民農園のトイレをフタのある洋式に改修
することで飛散を防ぎ、橋の拡張を行うこと
で、新型コロナウイルスの感染防止を図っ
た。
②歩道橋拡張工事1,756千円
　トイレ改修工事　1,915千円
③工事請負費：
・湖北ファミリー農園トイレ洋式化改修工事
３箇所（男１・女２）　一式　1,667,600円
・湖北ファミリー農園歩道橋拡張工事　3箇所
一式1,755,600円
・八雲ふれあい農園トイレ洋式化改修工事
1箇所　一式247,500円
④湖北ファミリー農園、八雲ふれあい農園

トイレをフタのある洋式化することにより、新
型コロナウイルス感染症拡大防止を図ること
ができ、農園利用者の安心・安全の確保に
つながった。

歩道橋拡張工事をすることにより、橋を渡る
際の、飛沫感染の危険を減少させることがで
き、農園利用者の安心・安全の確保につな
がった。

【指定管理者】
農園利用者のコロナ感染に対する安心・安
全の確保につながり、また、洋式化すること
で、高齢者が多い農園利用者の利便性にも
つながった。
歩道橋拡張工事により、飛沫感染の危険を
減少させることができたと供に、老朽化し危
険な橋の改修により、農園利用者の安心・安
全を確保することができた。
【施設利用者】
しっかり感染拡大防止策がしてあり、より安
心してトイレを利用できるようになった。ま
た、歩道橋拡張により、安心・安全に歩道橋
を利用できるようになった。

① 農政課

農業振興施設のトイレをフタの有る洋式に改
修することで飛散を防ぎ、新型コロナウイル
スの感染防止を図る。

7,945,300 7,945,000 R4.8.9 R5.3.14

農業振興施設のトイレをフタの有る洋式に改
修することで、新型コロナウイルスの飛散を
防ぎ感染防止を図った。
・八雲山村広場他トイレ　5,723千円
・忌部地区多目的運動広場トイレ　2,222千
円

トイレを洋式化することにより、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止を図ることができ、施
設利用者の安心・安全の確保につながっ
た。

【指定管理者】
新型コロナウイルス感染症拡大防止を図る
ことができ、施設利用者の安心・安全の確保
につながり、また副次的に、洋式化すること
で、足の不自由な高齢者等の利便性にもつ
ながった。
【施設利用者】しっかり感染拡大防止策がし
てあり、より安心して利用できるようになっ
た。

① 農政課

使用できない公園遊具を修繕し、子どもたち
が、室内での密を避けて屋外で安全に遊ぶ
ことができる環境を整備し、コロナ禍での健
やかな子どもたちの発育に寄与するもの。ま
た、指定避難所である八雲構造改善セン
ターにおいて、避難所内の継続的な換気を
行うことで三密を避け、新型コロナウイルス
感染症の拡大防止を図るための、停電時の
自家発電設備の整備を行うもの。

18,856,200 18,856,000 R4.7.29 R5.3.20

使用できない公園遊具を修繕し、子どもたち
が、室内での密を避けて屋外で安全に遊ぶ
ことができる環境を整備し、コロナ禍での健
やかな子どもたちの発育に寄与した。
・折原地区広場緑地等利用施設遊具更新
3,187千円

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
るために避難所内の継続的な換気(窓を開け
るなど）を行うことで三密を避け、停電時に空
調設備を作動させるための自家発電設備の
整備を行った。
・八雲構造改善センター自家発電設備更新
15,669千円

使用できなかった遊具を更新することによ
り、コロナ禍でも感染リスクの少ない屋外で
子どもたちが安心・安全に遊ぶことができる
ようになった。

災害発生時等に備え、新型コロナウイルス
感染症対策拡大防止を図るための自家発電
設備を整備したことで、実際に避難した場合
の避難者の安心感につながることや、避難
者の健康維持と安全な避難施設の運営がで
きるようになった。

【施設利用者】コロナ禍で安心して出かける
ことができない子どもたちが、屋外で安心・
安全に遊ぶことができるようになり、臨時休
校などにおいても運動不足の解消や居場所
が増えた。

【指定管理者】指定避難所でもある八雲構造
改善センターの自家発電設備を更新したこと
により、避難者の健康維持と安全な避難施
設の運営ができるようになった。

⑥

⑤
農政課

新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、市立保育所の
保育室等の空調設備（エアコン）の改修によ
り、ウイルス感染のリスクを削減する。

29,127,252 29,127,000 R4.6.9 R5.3.3
市立保育所（４園）の保育室等の空調設備
（エアコン）の改修により、ウイルス感染のリ
スクを削減するもの。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 ①⑤ 保育所幼稚園課

新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、市立保育所の
保育室等の空調設備（エアコン）の改修によ
り、ウイルス感染のリスクを削減する。

2,288,000 397,000 R4.4.15 R4.10.31
市立保育所（２園）の保育室等の空調設備
（エアコン）の改修により、ウイルス感染のリ
スクを削減するもの。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 ①⑤ 保育所幼稚園課

新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、市立幼稚園の
保育室等の空調設備（エアコン）の新設及び
改修により、ウイルス感染のリスクを削減す
る

3,377,000 2,893,000 R4.4.22 R5.3.23
市立幼稚園（３園）の保育室等の空調設備
（エアコン）の新設及び改修により、ウイルス
感染のリスクを削減するもの。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 ①⑤ 保育所幼稚園課

新型コロナウイルス感染症対策として、市立
幼稚園の保育室への網戸設置により、換気
を促進しウイルス感染のリスクを削減する

236,665 236,000 R5.5.13 R5.6.20
市立幼稚園（４園）の保育室への網戸設置に
より、換気を促進しウイルス感染のリスクを
削減するもの。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 ①⑤ 保育所幼稚園課

農業振興施設改
修事業

15

保育所の換気対
策事業

16

幼稚園の換気対
策事業

17
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コロナ禍において、感染拡大予防をしながら
安心安全な大会運営をするため、換気送風
機の設置等空調設備を改修するもの

13,310,000 13,310,000 R4.8.23 R5.3.20
松江市営陸上競技場の役員室に、空気の循
環をしながら室温調整をするため、室内機6
台、室外機1台、全熱交換器3台を設置した。

事業完了が年度末のため令和4年度の効果
検証はできないが、松江市営陸上競技場の
役員室の空調設備を改修したことで、陸上大
会等において安心・安全な大会運営が見込
まれる。

令和5年度以降の大会運営において、循環
型の空調設備の設置により、新型コロナウイ
ルス感染拡大の防止につながるとともに、熱
中症の対策も図られる。

①、⑤ スポーツ課

利用しやすい環境を整え、コロナ禍における
高齢者の外出機会を確保するため、市が設
置するグラウンドゴルフ場の休憩スペースを
整備し、外出機会の確保及び市外からの誘
客を図るもの

16,816,800 16,816,000 R4.8.23 R5.3.20

市が設置するグラウンドゴルフ場に休憩所を
整備した。

  鹿島グラウンドゴルフ場
　　1棟（W 37m×D 5.04m×H 2.486m）
　　11,142千円
　東出雲グラウンドゴルフ場
　　1棟（W 19.6m×D 5.04m×H 2.486m）
　　5,674千円

事業完了が年度末のため令和4年度の効果
検証はできないが、休憩所を設置したこと
で、利用者が安心して施設を利用できる環
境の提供が可能となり、利用者増につなが
ると考える。

休憩所が整備されたのが年度末のため、令
和4年度での利用はなかったが、広いスペー
スの休憩所を設置したことで、次年度以降、
利用者の皆さんには喜んでいただけると考
える。

④ スポーツ課

市が設置するグラウンドゴルフ場にフタの有
る洋式トイレを設置することで飛散を防ぎ新
型コロナウイルス感染防止を図るもの

4,988,500 4,988,000 R4.10.28 R5.1.19

市が設置するグラウンドゴルフ場に洋式トイ
レを整備した。
　
　鹿島グラウンドゴルフ場
　　洋式トイレ2器　2,480千円
　松江市ニュースポーツ公園グラウンドゴルフ場

 　　洋式トイレ2器、手洗い1器　2,508千円

2ヶ所のグラウンドゴルフ場にフタの有る洋式
トイレを設置したことで飛散を防ぎ、新型コロ
ナウイルス感染防止を図った。あわせて、手
洗い所も増設し、感染予防を図った。

グラウンドゴルフ場のトイレを増設したこと
で、多くの利用者が見込まれる大会等にお
いて行列の解消が図られ、新型コロナウイル
ス感染拡大の防止につながった。

①、⑤ スポーツ課

19
空気清浄機配備
事業

消防職員が新型コロナウイルスに感染し、業
務に大きな支障が生じるリスクを可能な限り
低減し、業務を継続させるために配備するも
の。

1,258,400 1,258,000 R4.7.27 R5.3.29
・各消防庁舎の執務室に空気清浄機を配備
した。
　※11台

【担当課】
各消防庁舎の執務室での配備率が100％に
なったことで、消防職員が新型コロナウイル
スに感染し、業務に大きな支障が生じるリス
クを低減し、業務を継続させることができた。

【事業者】
同左。

① 消防総務課

20
車両除染システ
ム導入事業

救急車輛除染システム・救急車輛内の浮遊
菌と付着菌をオゾンで分解除染する。新型コ
ロナウイルス感染症陽性者の移送や疑い例
傷病者の搬送に際し、搬送中から除染シス
テムを起動することにより除染にかかる時間
が短縮できる。

3,170,200 3,170,000 R4.4.1 R5.3.31

未配備の救急車両11台分に配備。
（北救急1号、北救急2号、北救急3号、北部
救急1号、北部救急2号、東部救急1号、東部
救急2号、南救急2号、南部救急2号、西部救
急1号、西部救急2号）
11台×288,200円

救急車両配備率が100％となり、現場活動隊
員の感染防止を図ることができ、医療提供体
制の継続に寄与した。

次の出動に対する準備を短時間で行うこと
ができた。

①③⑤ 警防課

21
感染防護服の充
足配備事業

救急隊員用感染防護衣・新型コロナウイル
ス感染防止対策として、出動時に着用してい
る感染防護衣の充足配備

2,057,000 2,057,000 R4.4.1 R5.3.31

救急隊員用に上下100着配備。（リユースタ
イプ）
（Sサイズ：10着、Mサイズ：60着、Lサイズ：
25着、LLサイズ：5着）
上下100着×20,570円

救急隊員への配備率が100％となり、感染防
止を図ることができ、医療提供体制の継続に
寄与した。

出動時、万全の準備で傷病者の対応するこ
とができた。

①③⑤ 警防課

22
洗浄除菌電解水
生成装置導入事
業

洗浄除菌電解水生成装置・署所における救
急用資器材の洗浄及び除菌に使用する装
置。新型コロナウイルス感染症陽性者の移
送や疑い例傷病者の搬送後の資器材の消
毒・滅菌のため活用する。

1,870,000 1,870,000 R4.4.1 R5.3.31
西部分署、湖南出張所に配備。
2器×935,000円

搬送後の消毒・滅菌体制を整備したことで、
現場活動隊員の感染防止を図ることができ、
医療提供体制の継続に寄与した。

使用後の資器材の消毒、滅菌に有効的で
あった。。

①③⑤ 警防課

市営体育施設改
修事業
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音楽スタジオは新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため現在、一般利用を中止し、
音楽＆ものづくりスタジオ運営委員会が主催
する講座の受講者に限定するなど利用制限
を行っている。
　新型コロナウイルス感染症対策として、ス
タジオ内部の空気を取り込み、建物外部に
排気する換気設備の整備を行い、一般利用
を再開し、居場所づくり事業や若者の文化創
造の推進を図る。

1,254,000 1,254,000 R4.10.20 R4.12.9

　換気設備がなく、新型コロナウイルス感染
のリスクがあった音楽スタジオについて、利
用者の安心・安全を確保するため、スタジオ
内部の空気を既存ダクトを介し建物外部に排
気できるよう、天井部に埋め込み式の換気
ファンを設置した。

　空調設備の改修を行ったことで、利用者の
安心・安全の確保につながった。

　スタジオの利用再開を待っていた。再開さ
れてよかった。
　換気設備が設置されたので、安心して快適
に利用できるようになった。

①⑤⑥ 青少年支援センター

音楽スタジオは新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため現在、一般利用を中止し、
音楽＆ものづくりスタジオ運営委員会が主催
する講座の受講者に限定するなど利用制限
を行っている。
　新型コロナウイルス感染症対策として、ス
タジオ内の換気設備工事に付随して電源工
事を行い、一般利用を再開し、居場所づくり
事業や若者の文化創造の推進を図る。

572,000 572,000 R4.10.20 R4.12.9
　音楽スタジオ内換気設備工事に付随して、
換気扇の電源の配線、配管及びスタジオ内
入口付近に電源スイッチを設置した。

　空調設備の改修を行ったことで、利用者の
安心・安全の確保につながった。

　暗い中、スタジオの奥まで電源スイッチを入
れに行かなくてよくなり、便利になった。

①⑤⑥ 青少年支援センター

24

保健所管理運営
費（保健所）
（執務室備品整
備等）

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
執務室拡張に伴い、備品、消耗品等を購入
して執務室環境を整備する。

6,598,396 4,110,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大による保健所
執務室拡張に伴い、備品、消耗品等を購入
して執務室環境を整備する。

感染者拡大に伴う感染症対応事業を円滑に
行うことができた。

①⑤ 健康福祉総務課

25
保健衛生諸費
（保健所関連）健
康政策諸費

新型コロナウイルス感染拡大により、島根県
が整備する保健所執務室拡張に必要な経
費のうち、市負担分を県に支払う。また、市
が応援職員用のパソコン等を購入し、業務を
行うための環境を整備する。

15,719,032 15,719,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大により、島根県
が整備する保健所執務室拡張に必要な経費
のうち、市負担分を県に支払う。また、市が
保健所応援職員用のパソコン等を購入し、業
務を行うための環境を整備する。

感染者拡大に伴う感染症対応事業を円滑に
行うことができた。

①⑤ 健康福祉総務課

26
衛生用品等購入
事業

新型コロナウイルス感染症対策として、社会
福祉施設で新型コロナウイルス感染症が発
生した際に、各施設で防護具が不足する場
合に配布する。

8,173,990 8,173,000 R4.4.1 R5.3.31

【購入衛生資材】
サージカルガウンセット(2000セッ
ト)5,016,000円、ガウン(7000枚)858,000円、
プラスチックガウン(16000枚)165,000円、簡
易検査キット(1000テスト)833,250円、フェイ
スシールド(4200個)242,550円、Ｎ９５マスク
(10375枚)838,200円、キャップ(4000
枚)19,360円、エプロン(27000枚)201,630円
【支給実績】
R4年7月～R5年3月末までの間に介護施
設、障がい者施設、母子生活支援施設等へ
延べ１１0回支給

社会福祉施設等で新型コロナウイルスの集
団感染が発生した際に、各施設で個人防護
具が不足する場合に緊急的に防護具等を配
付することで、施設内での適切な感染拡大
防止対策につながった。

施設での個人防護具の調達が難しい時に、
必要な資材の迅速な支給対応により、従業
員や利用者の感染リスクの軽減及び施設の
継続的運営につながった。

①、④、⑤ 健康福祉総務課

27
社会福祉施設の
換気対策事業

新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、市立児童館の
空調設備（エアコン）の改修により、ウイルス
感染のリスクを削減する。

4,599,045 899,000 R4.8.18 R5.1.17
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から、適切な換気を行うため老朽化した空調
設備を改修した。

空調設備を更新することで、適切な温度管理
及び換気が可能となり、効果的な感染症対
策を講じることができるようになった。

⑤ 障がい者福祉課

音楽スタジオ換気
設備事業
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28
デジタル田園都
市国家構想推進
交付金

2023年5月の本市新庁舎プレオープンを控
え、行政のDX推進の観点に加え、新型コロ
ナウイルス感染症のまん延も勘案し、早急に
以下の取り組みを進め、市民サービスの向
上を目指す。
来庁された市民が何度も「書かなくて済む窓
口」を実現し、市民の負担を軽減する。

22,000,000 11,000,000 R4.12.23 R5.3.23

来庁された市民が、証明書発行や住所変更
の際に、申請書を「何度も書かなくて済む」よ
うに、新システムを導入した。
窓口や記載台で多くのことを書く必要がなく
なったため、ペンや用紙、また市民同士の接
触機会も減り、新型コロナウイルス感染症対
策と同時に、窓口手続きの利便性向上にも
つながった。
さらに、新システムではWebで事前に入力し
作成されるQRコードを利用した住所変更手
続きが可能であり、それを活用することで、
窓口滞在時間が短縮でき、感染対策につな
がった。
事業費：22,000千円（導入作業13,412千円、
機器・パッケージ6,588千円）

市民課職員は、窓口で来庁者の本人確認を
し、聞き取りによって新システムで手続き内
容に合わせた申請書を作成、印刷する。
新システムを住基システムと連携させること
で、申請内容の誤りがなく、正確に申請書を
作成することができるようになった。
住所異動に伴う他課手続きについては、来
庁者と一緒に画面を見ながら案内できるよう
になり、漏れがなく、より丁寧な窓口対応が
可能になった。

来庁者は、市民課窓口でタブレットを見なが
ら職員の説明を受けて手続きをすることがで
きるようになった。
複数ある申請書は、職員が聞き取りによりシ
ステムで作成・印刷し、最後に来庁者が署名
するだけとなり、手続きが簡単になった。（手
続き内容によっては、署名以外に手書き箇
所あり）

① 市民課

29
教育支援体制整
備事業費交付金

コロナ禍における公立幼稚園、幼保園の衛
生用品を購入し感染予防・感染拡大予防が
図れる。

3,784,090 1,892,000 R4.4.1 R5.3.31
公立幼稚園・幼保園２３園における感染拡大
防止のための消耗品、備品を購入するもの。

感染予防・感染拡大予防を図ることができ
た。 ①⑤ 保育所幼稚園課

30
学校施設環境改
善交付金

新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、市立幼稚園の
保育室等の空調設備（エアコン）の改修によ
り、ウイルス感染のリスクを削減する

10,731,600 134,000 R4.6.14 R5.2.13
市立幼稚園（１園）の保育室等の空調設備
（エアコン）の改修により、ウイルス感染のリ
スクを削減するもの。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 ①⑤ 保育所幼稚園課

コロナ禍における公立保育所において、保
育環境の改善を図り、子どもを安心して育て
ることができる体制整備を行う

4,154,058 2,077,000 R4.4.1 R5.3.31
公立保育所・幼保園11所園における感染拡
大防止のための消耗品、備品を購入するも
の。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 同左 ① 保育所幼稚園課

コロナ禍における保育所等において、保育
環境の改善を図り、子どもを安心して育てる
ことができる体制整備を行う

774,000 387,000 R4.4.1 R5.3.31
市立児童館2館における消毒液等の消耗品
等を購入するため指定管理料を増額するも
の。

感染拡大リスク低減を図ることができた。 同左 ① 保育所幼稚園課

コロナ禍における保育所、幼保連携型認定
こども園及び小規模保育事業所（以下「保育
所等」という。）において、保育環境の改善を
図り、子どもを安心して育てることができる体
制整備を行う

30,748,000 15,374,000 R4.4.1 R5.3.31

私立保育所等６６施設に対し、保育を継続的
に実施するため感染症対策の徹底に必要な
経費や衛生用品、感染防止用の備品購入経
費等の補助をした。

感染拡大を抑えることで、保育環境の改善を
図り、子どもを安心して育てる体制を整備す
ることができた。

同左 ① 保育所幼稚園課

32
保育対策総合支
援事業費補助金

コロナ禍における認可外保育施設（児童福
祉法第59条の2に基づく届出を行っている施
設のうち居宅訪問型保育事業を除く。以下
同じ）において、保育環境の改善を図り、子
どもを安心して育てることができる体制整備
を行う

2,440,000 1,220,000 R4.4.1 R5.3.31

認可外保育施設７施設に対し、保育を継続
的に実施するためコロナ感染対策の徹底に
必要な経費や衛生用品、感染防止用の備品
購入経費等を補助した。

感染拡大を抑えることで、保育環境の改善を
図り、子どもを安心して育てる体制を整備す
ることができた。

同左 ① こども政策課

33
学校保健特別対
策事業費補助金

コロナ禍において各学校が、感染症対策し
ながら教育活動の円滑な運営を支援する経
費を支援する。

60,708,979 30,354,000 R4.6.10 R5.3.22
各学校が、感染症対策をしつつ、教育活動を
着実に継続するための経費を支援する。

学校と連携を図りながら衛生用品やオート
ディスペンサー等の感染症対策となる備品
等及び等児童生徒の学習支援用品等の導
入を行うことにより、感染症の拡大を防止し
ながら学校教育の継続ができた。

①、⑤、⑥、⑨ 学校管理課

保育対策総合支
援事業費補助金
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34
子ども・子育て支
援交付金

子ども・子育て支援事業を実施する施設等に
おいて、新型コロナウイルス感染症対策に
使用する衛生用品（消毒液等）等購入支援
及び感染症対策のための改修支援。

5,565,560 1,769,000 R4.4.1 R5.3.31

（地域子育て支援拠点事業（子育て支援セ
ンター））2,433,974円
・衛生用品等：1,173,974円（8施設）
・改修費：1,260,000円(2施設)
（子育て援助活動支援事業（ファミリーサ
ポート））113,410円(1施設）
（子育て短期支援事業）80,003円
（病児保育事業）改修費：2,807,000円(4施
設）
（妊産婦・新生児訪問事業）131,173円
・消耗品費　2,312円
・医療材料費　128,861円

マスクや消毒液など感染拡大防止のための
物品購入を支援し、感染症対策を実施するこ
とにより、コロナ禍での事業継続につながっ
た。
施設の感染症対策のための改修を支援する
ことにより、事業を継続的に実施していくため
の環境整備を行うことができた。

①④⑤ こども家庭支援課

35
子育て世帯生活
支援相談事業

目的・効果：子育て世帯生活支援特別給付
金やひとり親家庭総合相談、保育所入所な
どにおいて、対面相談を回避し、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大を防止するため、子
育て支援センターと子育て支援課をWeb会議
システムで繋げるもの。

107,250 107,000 R5.1.26 R5.3.31
Web会議で繋げるためのタブレット端末等を
購入するもの。

半導体不足の中、3月までに端末を購入する
ことができた。
特別給付金やひとり親家庭支援等の関係で
県と協議したり、保育所などの関係で業者と
のWeb会議で活用を始めた。
支所や子育て支援センターとのWeb会議実
績はないものの、不特定多数との接触の機
会が大きく減少した。

① 保育所幼稚園課

36
保育所保育料減
額対応システム
導入業務

新型コロナの感染拡大により保育所の臨時
休園等に協力した家庭に対して保育料を減
額するが、令和4年も複数の流行期があり、
減額対象者が膨大となった。
　職員等による手処理ではシステム対応が
困難であり、業務負担を軽減するため、自動
入力するもの。

2,087,910 2,087,000 R4.12.23 R5.2.28

新型コロナの感染拡大により保育所の臨時
休園等に協力した家庭に対し、減額後の保
育料を自動で子ども子育て支援システムに
入力するもの。

対象児童の休園日数に基づく減免後の国基
準利用者負担額及び利用者負担額減免に
伴う変更後の給付費等を子ども子育て支援
システムに入力するもの。

保育料：約8500件を約141時間で処理でき
た。

国基準利用者負担額等：11,670件を約20時
間で処理できた。

② 保育所幼稚園課

37
本庄グラウンドゴ
ルフ場トイレ改修
事業

トイレの手洗い自動水栓化・小便器自動水
栓化・合併浄化槽設置工事を実施し、スイッ
チ等への非接触化や施設の衛生化を実施す
ることで、新型コロナウイルスの感染拡大防
止を図る。

3,091,000 3,091,000 R4.11.16 R5.2.10

本庄グラウンドゴルフ場のトイレについて、ス
イッチ等の非接触化や施設の衛生化を実施
した。
・大便器取替　３箇所
・手洗い自動水栓　　３箇所
・小便器自動水栓　　２箇所
・合併浄化槽設置　　１箇所

スイッチ類の非接触化及び大便器の洋式化
により、感染症対策を図るとともに、安全性
及び利便性が向上した。

・グラウンドゴルフ場利用時の感染リスクが
減少した。
・スイッチを押す必要が無くなり利便性が向
上した。
・安心して施設を使えるようになった。

①,⑤ 生涯学習課

38
Web会議システム
導入事業費

新型コロナウイルス感染症対策として、人と
の距離を確保しつつも業務を推進するため
Web会議システムを導入し、さらにテレワーク
に必要な環境を整備する。
移動が困難な場合や在宅勤務を余儀なくれ
た場合でも業務遂行ができる環境を整備す
るとともに、「新しい生活様式」や働き方改革
に対応した業務体制を構築する。

3,245,941 2,062,000 R4.4.1 R5.3.31

Web会議・研修環境の継続運用と、テレワー
ク用貸出端末を購入しテレワーク実施。
・Web会議用端末備品購入…207,068円
・タブレット通信料…1,003,550円
・タブレット機器保守…178,200円
・マーブルair通信料…87,120円
・SIMカード通信料…604,850円
・ウイルス対策ソフト購入…40,095円
・Web会議アプリライセンス（Webex）…42,900
円
・Web会議アプリライセンス（Zoom）…90,200
円
・Web会議アプリライセンス（teams）…15,708
円

・Web会議、研修を実施することで、移動によ
る感染リスクを抑えることができた。
・濃厚接触者として出勤出来ない職員にテレ
ワーク用端末を貸し出すことで、コロナ対策を
しながら業務を継続することができた。
・端末を追加購入したことで貸出が重なった
場合にも迅速に対応することができた。

・システム起動時の操作も簡単で、画面遷移
もサクサクと動き、在宅でもスムーズに業務
を進めることができた。
・電子決裁も導入され、ほぼすべての業務が
自宅で行うことができた。

① デジタル戦略課

39
エコステーション
松江環境改善事
業

社会資本である再資源化施設のコロナ禍に
よる事業停滞を防ぐため、作業員に対する新
形コロナウイルス感染症対策として身体的
距離の確保、「3密」の回避を考慮した休憩
所を設置するもの。

1,571,574 1,571,000 R4.10.18 R4.11.24

社会資本である再資源化施設のコロナ禍に
よる事業停滞を防ぐため、作業員に対する新
形コロナウイルス感染症対策として身体的距
離の確保、「3密」の回避を考慮し、適切な換
気・空調設備を有する休憩所を設置した。

作業員の職場環境を改善できたとともに、新
型コロナウイルスの集団発生を予防できた。

職場環境が改善されたことにより、新型コロ
ナの集団感染防止につながった。また、感染
抑止により業務の停滞を防ぐことができた。

① 施設管理課



Ⅰ 感染拡大防止

③ 施設改修・備品購入

１０

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

40
消防庁舎の換気
対策事業

新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、換気機能付き
空調設備（エアコン）の改修によりウイルス
感染のリスクを削減する。

7,116,300 4,070,000 R5.2.16 R5.3.31
・南消防署西部分署の空調設備を設置した。
　※室内機10台、室外機10台

【担当課】
新型コロナウイルス感染症対策として、夏・
冬においても換気による室温の変化を抑え
つつ適切な換気を行うため、換気機能付き
空調設備（エアコン）の改修によりウイルス感
染のリスクを削減することができた。

【事業者】
同左。

① 消防総務課



Ⅱ 市民生活支援

① 教育

１１

①-１ 教育（小中学校）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
スクールバス分
散運行事業

新型コロナウイルス感染症対策として、小学
校スクールバスの分散運行を行う

1,284,690 1,284,000 R4.4.1 R5.3.31
新型コロナウイルス感染症対策として、ス
クールバスの分散運行を行う。

登下校を分散運行することにより、感染症の
拡大防止を図ることができた。

①、⑤ 学校管理課

2
修学旅行キャン
セル料支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響によって
修学旅行を中止又は行き先変更した場合の
キャンセル料を支援し、保護者の経済的負
担を軽減する

543,489 543,000 R4.4.1 R5.3.31

小中学校及び義務教育学校において、修学
旅行を中止したことにより発生したキャンセ
ル料を、保護者に代わって負担した。
・小学校、義務教育学校（前期課程）（2校：
176人）109,319円
・中学校、義務教育学校（後期課程）（3校：
373人）434,170円

小中学校及び義務教育学校において、修学
旅行を中止したことにより発生したキャンセ
ル料を市が負担したことにより、保護者の経
済的な負担軽減が図れた。

② 学校教育課

3
休校等に伴う学
校給食停止分支
援事業

新型コロナウイルス感染症に伴う急な休校
等により、給食中止分について、保護者等に
負担を求めることなく、交付金を活用して学
校給食の円滑な実施を行うもの。

2,758,594 2,758,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染症に伴う急な休校
等により、給食中止分について、保護者に負
担を求めることなく、交付金を活用して学校
給食の円滑な実施を行った。

新型コロナウイルス感染症に伴う急な休校
等により、給食中止分について、市が負担し
たことにより、保護者の負担軽減が図れた。

② 学校給食課

4
学校給食用物資
高騰支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化
により、物価高騰による学校給食用食材費
の上昇分について、保護者負担(教職員分を
除く）を増やすことなく、交付金を活用して学
校給食の円滑な実施を行うもの。

46,194,882 45,207,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化
により、物価高騰による学校給食用食材費
の上昇分について、保護者負担を増やすこと
なく、交付金を活用して学校給食の円滑な実
施を行った。

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化
により、物価高騰による学校給食用食材費
の上昇分について、市が負担したことによ
り、保護者の負担軽減が図れた。

② 学校給食課

5
ローカルブレイク
アウト実証事業

新型コロナウイルス感染症の影響により、休
校時のオンライン授業やタブレット端末を利
用した家庭学習の需要が高まっているが、
整備済みの学習用インターネット回線は旧
来型のセンター方式であり回線自体も細く、
大容量コンテンツをやり取りする学習に対応
できていない。そこで、市内最大規模の学校
を実証校に指定し、文科省が推奨するローカ
ルブレイクアウト方式を導入し、オンライン授
業等を快適に実施できるか実証することで
効果・課題を整理し、次年度以降の全校整
備へと繋げる。

1,910,150 1,910,000 R4.9.1 R5.3.31

松江市立第一中学校を実証校として、ローカ
ルブレイクアウト方式のインターネット接続環
境を導入した（R4年12月1日から利用開
始）。
学習用インターネット回線としてR4年12月は
1Gbps回線、1月以降は10Gbps回線環境を
用意し検証を実施し、いずれも、従来のセン
ター方式より多端末同時利用時の接続速度
に大幅な改善が認められた。
・実証用インターネット回線通信費：36,960円
・実証用インターネット回線初期設定費用：
47,190円
・実証用セキュリティソフトウェア等借上費
用：1,826,000円（R4.12～R5.3：4ヵ月分×
456,500円）

ローカルブレイクアウト方式を導入すること
で、オンライン授業や家庭からの多端末接続
に必要な回線速度を確保できることが実証さ
れ、新型コロナウイルス感染症等が拡大し対
面型の授業が困難な場合や、全校集会等の
対面形式の集会等が困難な場面でも、タブ
レット端末を有効に活用することができるよう
になった。

上記事業効果から、令和5年度は、本市単独
予算にて市立小・中・義務教育学校及び皆
美が丘女子高等学校にローカルブレイクアウ
ト方式の導入を進めている。

⑥ 学校教育課

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

●市民生活の負担軽減対策として、水道料金の減免を実
施したことで、物価高騰の影響を受ける家計への負担
軽減が図れた。

●また、保育所・幼稚園・学校の給食用食材費上昇分へ活
用し、保護者負担を増やすことなく、安定した給食の提
供が継続された。



Ⅱ 市民生活支援

① 教育

①-２ 教育（子育て）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
公立保育所・幼
保園紙オムツ処
分事業

コロナ渦における感染リスク低減対策・保護
者負担軽減

1,256,079 1,256,000 R4.10.4 R5.3.31
保護者が持ち帰っていた市立保育所・幼保
園11所園の使用済み紙オムツを各所園で処
分するもの。

感染拡大リスク低減、保護者の負担軽減、
保育士の負担軽減を図ることができた。

同左 ①⑤ 保育所幼稚園課

2
公立保育所・幼
稚園におけるICT
化推進事業

コロナ禍における公立保育所、公立幼稚園、
幼保園（以下「公立保育所等」という。）にお
いて、保育士・幼稚園教諭等の業務負担の
軽減を図り、保育士・幼稚園教諭等が働きや
すい環境を整備する

5,522,105 5,522,000 R4.12.19 R5.3.31
公立保育所・幼稚園・幼保園において、児童
の登降園管理や保護者連絡、保育に関する
計画・記録等が可能なICTシステムの導入。

感染拡大リスクの低減、保育士・幼稚園教諭
等の業務負担と保護者の負担軽減を図るこ
とができた。

同左 ①⑤ 保育所幼稚園課

コロナ禍における公立保育所、幼保園（以下
「公立保育所等」という。）において、保育士
等の業務負担の軽減を図り、保育士等が働
きやすい環境を整備する

12,766,272 8,825,000 R5.1.23 R5.3.31
公立保育所・幼保園において、児童の登降
園管理や保護者連絡、保育に関する計画・
記録等が可能なICTシステムの導入。

感染拡大リスクの低減、保育士・幼稚園教諭
等の業務負担と保護者の負担軽減を図るこ
とができた。

同左 ①⑤ 保育所幼稚園課

コロナ禍における保育所、幼保連携型認定
こども園及び小規模保育事業所（以下「保育
所等」という。）において、保育士等の業務負
担の軽減を図り、保育士等が働きやすい環
境を整備する

9,641,000 4,874,000 R4.4.1 R5.3.31

私立認可保育所・認定こども園において、保
護者と職員の接触の機会を減らし感染拡大
を図るため、希望する所園のICT整備に補助
金を支出するもの。

感染拡大リスク低減、保護者の負担軽減、
保育士の負担軽減を図ることができた。

同左 ① 保育所幼稚園課

4
教育支援体制整
備事業費交付金

コロナ禍における公立幼稚園、幼保園（以下
「公立幼稚園等」という。）において、幼稚園
教諭等の業務負担の軽減を図り、幼稚園教
諭等が働きやすい環境を整備する

16,589,944 5,496,000 R4.12.19 R5.3.31
公立幼稚園・幼保園において、児童の登降
園管理や保護者連絡、保育に関する計画・
記録等が可能なICTシステムの導入。

感染拡大リスクの低減、保育士・幼稚園教諭
等の業務負担と保護者の負担軽減を図るこ
とができた。

同左 ①⑤ 保育所幼稚園課

5
母子保健衛生費
補助金

新型コロナウイルス感染対策として、不安を
かかえる妊婦が希望する場合に、分娩前に
ＰＣＲ検査等のウイルス検査を受けるための
費用を補助する。

13,686,750 6,843,000 R4.4.1 R5.3.31

希望する妊婦784人へ費用を補助した。
・助成金　@7,150円×9人=64,350円
　　　　　　@15,000円×130人=1,950,000円
　　　　　　@15,050円×248人=3,732,400円
　　　　　　@20,000円×397人=7,940,000円

費用の補助により、新型コロナウイルス感染
症が拡大する中での子育て世帯の経済的な
負担を軽減することができた。

② こども家庭支援課

新型コロナウイルス感染症等の影響により
高騰する保育施設での給食用食材費の上
昇分について保育施設に対し補填を行い、
保護者負担を増やすことなく安定した給食の
提供を実施する。

8,320,806 8,320,000 R4.10.1 R5.3.31

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響により高騰する保育施設での給食用食材
費の上昇分について保育施設に対し補填を
行い、保護者負担を増やすことなく児童に安
定した給食の提供を行った。
補助実績：70施設
補助内容：6ケ月分（R4年10月～R5年3月
分）
　　　　　　 各施設に在籍する児童1人につ
き、
　　　　 　　1月あたり243円

保護者負担を増やすことなく,児童に安定した
給食の提供を行った。

同左 ②④ 保育所幼稚園課

新型コロナウイルス感染症等の影響により
高騰する保育施設での給食用食材費の上
昇分について保育施設に対し補填を行い、
保護者負担を増やすことなく安定した給食の
提供を実施する。

387,536 387,000 R4.10.1 R5.3.31

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響により高騰する保育施設での給食用食材
費の上昇分について保育施設に対し補填を
行い、保護者負担を増やすことなく児童に安
定した給食の提供を行った。
補助実績：16施設
補助内容：6ケ月分（R4年10月～R5年3月
分）
　　　　　　 各施設に在籍する児童1人につ
き、
　　　　 　　1月あたり243円

保護者負担を増やすことなく,児童に安定した
給食の提供を行った。

同左 ②④ 保育所幼稚園課

3

6

総事業費(円）

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

保育園等給食用
食材費補填事業

保育対策総合支
援事業費補助金

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

１２



Ⅱ 市民生活支援

① 教育

①-２ 教育（子育て）

7
妊娠出産子育て
支援交付金

コロナ禍における物価高克服のための総合
経済対策の一環として、妊婦・子育て家庭が
安心して出産・子育てができる環境を整備す
るため、令和4年4月以降に妊娠を届出た妊
婦、出生した児童を養育する者にそれぞれ5
万円を給付するもの。

154,319,765 25,557,000 R5.1.1 R5.3.31

対象期間中に妊娠を届出た妊婦、出生した
児童の養育者からの申請に基づき、3,038人
に給付金を支給した。
・給付金
・消耗品費（ファイルボックス等）
・印刷製本費（封筒印刷）
・通信運搬費（郵便料）

給付金を支給することで、新型コロナウイル
ス感染症が拡大する中での子育て世帯の経
済的な負担を軽減することができた。

② こども家庭支援課

①-３ 教育（専修学校）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1 専修学校助成
市内専修学校が行う新型コロナウイルス感
染症対策を支援することにより、安定的な高
等教育環境の確保を図る

2,031,000 2,031,000 R4.4.1 R5.3.31

松江市専門学校協議会に加盟の5校が行う
新型コロナウイルス感染症対策に対して助
成を実施した。

感染症対策に活用され、専修学校の経営基
盤の安定と本市の高等教育振興及び定住化
推進を図ることに寄与した。

感染症対策に対して助成を受けたことによ
り、経営の安定化及び学習機会の確保に効
果があった。

①④⑧ 教育総務課

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

総事業費(円）

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

１３



Ⅱ 市民生活支援

１４

② 文化・スポーツ

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
文化力を生かした
まちづくり推進事
業

本市が誇る伝統文化や文化芸術イベントの
うち、数年に一度開催される下記の３つのイ
ベントについて、新型コロナウイルス感染症
の影響により来場できない人などを対象とし
た映像配信を行うとともに、市内外に広く情
報発信を行う。

6,990,588 6,990,000 R4.9.13 R5.3.31

本市が誇る伝統文化や文化芸術イベントの
うち、数年に一度開催される３つのイベントに
ついて、新型コロナウイルス感染症の影響に
より来場できない人などを対象とした映像配
信を行うとともに、市内外に広く情報発信を行
う。

3,000人以上の方に映像を見ていただくこと
ができ、コロナ禍における伝統文化や文化芸
術の継続及び発信に資することができた。

・コロナ禍での開催であったことから、人混み
や県外への往来を避ける方がまだ多くいる中
で、映像配信による市内外の方への発信は
効果的であった。

①、⑨ 文化振興課

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期

③ その他

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
市民生活支援緊
急対策事業

コロナ禍における燃料費や物価の高騰に対
応して、市民生活における負担を軽減するた
め、市内全戸を対象とした上下水道料金の2
か月分（※平均的な3人世帯で6,400円程
度）を減免（又は補助金を交付）する。

491,232,778 490,232,000 R4.10.4 R5.3.31

コロナ禍における燃料費や物価の高騰に対
応して、市民生活における負担を軽減するた
め、市内全戸を対象に上下水道料金の2か
月分（※平均的な3人世帯で6,400円程度）を
減免（又は補助金を交付）した。（公共施設
は含まない）

・上水道料金の減免　73,199世帯
・下水道料金の減免　2,766世帯
・上下水道未契約世帯への補助　292世帯

上下水道契約世帯は手続きなく自動的に減
免。
上下水道未契約世帯は把握が困難なため、
申請により補助金を交付。

生活に不可欠な水道料金を減免することで
市民生活の負担軽減の一助となった。
上下水道料金は手続き不要とすることで、迅
速かつ広く市民に支援することができた。

上下水道契約世帯は手続き不要で自動的
に水道料金が2か月分減免されるため喜ば
れた。

⑩ 環境エネルギー課

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期



①-1 農業

Ⅲ 事業者支援

① 1次産業（農林水産業）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
松江市セーフティ
ネット加入促進事
業

新型コロナウイルス感染症の影響等による
減収に備えるため市内農業者等に向けた
セーフティネットとして、国の収入保険の加入
費用を一部を支援。

3,784,523 3,784,000 R4.3.17 R5.3.17

新型コロナウイルス感染症の影響等による
減収に備えるため市内農業者等に向けた
セーフティネットとして、国の収入保険の加入
費用を一部を支援した。
3,785千円

市内農業者等に向けたセーフティネットとし
て、国の収入保険の加入費用を一部を支援
したことで、新型コロナウイルス感染症の影
響等による減収に備えることができた。

市内農業者等へ収入保険への加入を促進
し、新型コロナウイルス感染症の影響等によ
る減収に備えることができた。

④ 農政課

2
市単農業水利施
設電気料金高騰
対策交付金

　原油価格高騰や円安の影響または、コロ
ナ禍における肥料や燃料・資機材の高騰に
より農作物の生産コストは増大しており、農
業経営は厳しい状況にある。農業水利施設
管理者に対して電気料金高騰対策として交
付金を交付する。

1,384,000 1,384,000 R5.3.24 R5.3.31

　市内の土地改良区、水利組合等が管理す
る農業用水利施設の適切な維持管理の確
保のため、令和3年度と比較した電気料金の
高騰分の1/2を交付
（島根県も独自に1/2を交付し、事実上、高
騰分の農家負担は無い）
　交付金：1,384千円
　交付者：20団体

　農業用水利施設維持管理の負担軽減によ
り、農業者の経営継続・安定化が図れた。

　継続支援して欲しい旨の要望あり ②、④、⑩ 農林基盤整備課

3
燃油価格・農業
資材高騰対策ハ
ウス整備事業

新型コロナウイルス感染症の影響下におけ
る原油価格高騰に対応するため、エネル
ギー価格高騰の影響を特に受けやすい施設
園芸において、エネルギー効率の高い農業
用ハウスの導入を支援し、原油価格高騰に
よる農業者の負担軽減を図る。

33,902,468 33,902,000 R4.11.15 R5.3.31

資材価格高騰の影響の大きい農業用ハウ
スの導入に対し、農業者の負担が対象事業
費の1/4になるように補助率の上乗せを行っ
た。
33,902千円

農業用ハウスの価格高騰により、経営が厳
しい施設園芸農家を支援することで、設備投
資を促し規模拡大による経営安定化につな
がった。
また、施設園芸農家の規模拡大により、当
該農家の生産物の販売や流通が増加し、農
業振興及び地域経済の活性化に寄与した。

資材価格高騰により新たな設備投資が厳し
いなか、事業費の上乗せ支援をしてもらうこ
とで、更なる設備投資を行う事ができ、規模
拡大による経営安定化につながった。

⑧⑩ 農政課

4
施設園芸省エネ
対策支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響下におけ
る原油価格高騰に対応するため、エネル
ギー価格高騰の影響を特に受けやすい加温
設備を有する施設園芸において、保温性・気
密性の向上を図りエネルギーコストを削減す
るために、既存の農業用ハウスのビニール
張替えや内張カーテンの貼付け等に対し支
援し、物価高騰による農業者の負担軽減を
図る。

618,562 618,000 R4.10.14 R5.3.31

燃油及び資材価格高騰の影響の大きい、加
温設備を有する農業用ハウスにおいて、エ
ネルギー効果を高める改修等を支援した。
618千円

農業用ハウスの改修により、加温の効果が
高まり、施設園芸農家にとってエネルギー消
費の節減による経費削減に貢献したことで、
地域農業の維持発展に寄与した。

農業用ハウスの改修により、加温の効果が
高まり、エネルギー消費の節減により価格高
騰の影響が軽減され、経営の安定化につな
がった。

⑩ 農政課

5
畜産経営緊急支
援事業

コロナ禍において、過去に例を見ない飼料価
格の高騰にあって「経営の継続」と「経営の
改善」に取り組む畜産農家を緊急的に支援
する。

7,314,758 6,648,000 R4.11.11 R6.3.31

過去に例を見ない飼料価格の高騰にあって
「経営の継続」と「経営の改善」に取り組む畜
産農家に対し、国や県による支援が実施さ
れているが、十分ではないため、農家が負
担する配合飼料と粗飼料の購入費の一部を
支援した。
支援期間：R4.1～R4.12　4,149千円
支援期間：R5.1～R5.3　繰越

飼料価格高騰支援により、経営が厳しい畜
産農家を支援することで、経営継続を支援
し、離農する農家を最小限に抑えることがで
きた。

飼料価格高騰支援により、経営の厳しい畜
産農家を支援することで、市民の生活に欠
かせない牛乳や卵、肉などの供給（生産）基
盤を維持することができた。

⑦ 農政課

6
肥料価格高騰対
策事業

コロナ禍において、肥料価格が高騰する中、
市内農業者の経営基盤を維持しつつ低コス
ト型の農業経営への転換を促すため、国・県
事業と協調して化学肥料の低減に取り組む
農業者を支援する。

11,964,592 6,340,000 R4.12.20 R6.3.31

国の肥料価格高騰対策事業（前年に比べ
て、肥料費増加分の9割の内、7/10を支援）
適用後の農家負担額の1/2を支援した。
R4執行額841千円
R5繰越額11,124千円

コロナ禍において肥料価格が高騰する中、
市内農業者の経営基盤を維持しつつ低コス
ト型の農業経営への転換を促すことができ
た。

コロナ禍において肥料価格が高騰する中、
市内農業者の経営基盤を維持しつつ低コス
ト型の農業経営への転換を促すことができ
た。

⑩ 農政課

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要

１５

●観光地の高付加価値化を支援することで、宿泊施設のバリ
アフリー化や宿泊機能の高度化が実現し、今後のインバウ
ンドを含む宿泊需要の取り込みが期待できるようになった。

●エネルギー価格高騰等の影響を受けている製造業や商業・
サービス業における省エネ設備の導入費補助を行い、地域
事業者のニーズに即した支援を講じることができた。

●タクシーや運送事業者に対する燃料費の補助を講じたこと
で安定的な事業継続へ繋げることができた。



①-2 林業

①-3 水産業

Ⅲ 事業者支援

① 1次産業（農林水産業）

１６

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
林業機械等購入
補助金

　新型コロナウイルス感染症の影響による原
油価格高騰に対応するため、林業事業者が
取り組む省エネルギー効果の高い林業機械
等の導入を支援し、労働生産性の向上、燃
料費等の生産コスト削減及び労働強度の軽
減を図る。

5,000,000 5,000,000 R4.8.1 R4.10.25

林業事業体が取り組む省エネ効果の高い高
性能林業機械等の導入支援。
交付率：購入費用の1/2
上限額：5,000千円

原油・物価高騰による経営基盤への影響を
最小限に抑え、森林整備事業を継続するこ
とができた。

森林環境譲与税を財源とする通常の林業機
械等購入補助金よりも交付率が高かったこ
とから、計画よりも自己負担額を抑え林業機
械を購入できた。これにより森林整備事業の
遅延を回避できた。

④⑦⑩ 農林基盤整備課

総事業費(円）

事業始期Ｎｏ 事業名 事業概要 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
漁業者省エネ対
策支援事業

コロナ禍における燃油価格の高騰により、操
業コストが上昇し、自営漁業者の漁業経営を
圧迫しています。燃油価格高騰が長期化し
ても、漁業者が取組む省エネにつながる船
底等の付着物を除去し塗装を施すために要
する経費を補助することで、燃料コストの削
減を目的とします。

5,415,000 5,415,000 R4.4.1 R5.2.28

船底等の付着物を除去し塗装を施す漁業者
（各漁協の正組合員）へ補助金を交付した。
申請者：6団体（各所属漁協を通じた間接補
助）   交付漁業者数　272名
補助率：対象経費の1/2以内、漁船規模に
応じて上限あり
・1トン未満　20千円
・1～5トン未満　30千円
 ・5～10トン未満 45千円
 ・10～20トン未満 120千円
 ・20トン以上　300千円
補助金交付実績：5,415千円

コロナ禍における燃油価格の高騰、また消
費行動の縮小による魚価の低迷など、漁業
経営が厳しくなっている漁業者に対し、経営
継続のための支援を行うことができた。

燃油価格が高騰する中、省エネにつながる
船底塗装の経費の補助は、経営負担の軽
減につながった。

⑦⑩ 水産振興課

コロナ禍における燃油価格の高騰により、操
業コストが上昇し、沿岸自営漁業者の漁業
経営を圧迫しています。燃油価格高騰が長
期化しても、漁業経営の体質強化及び沿岸
自営漁業者等の所得向上の取組が加速す
るよう、操業コスト削減に向けた緊急の取組
を支援するため、省エネルギー・省コストにつ
ながる機器や漁具等の導入を支援すること
を目的とします。

8,285,000 8,285,000 R4.6.21 R5.2.28

省エネルギー・省コストにつながる機器等を
導入する中核的漁業者（認定漁業者、認定
新規事業者等）へ補助金を交付した。
申請者：15名
補助率：対象経費の1/2以内、上限2,500千
円
           県補助との併用の場合は県補助残
の
           1/2
補助金交付実績:8,285千円

コロナ禍における燃油価格の高騰、また消
費行動の縮小による魚価の低迷など、漁業
経営が厳しくなっている漁業者に対し、経営
継続のための支援を行うことができた。

燃油価格が高騰する中、省エネ・省コストに
つながる機器導入経費の補助は、島根県と
の協調補助の形でもあったこともあり、経営
負担の大きな軽減につながった。

⑦⑩ 水産振興課

コロナ禍における燃油価格の高騰により、操
業コストが上昇し、沿岸自営漁業者の漁業
経営を圧迫しています。燃油価格高騰が長
期化しても、漁業経営の体質強化及び沿岸
自営漁業者等の所得向上の取組が加速す
るよう、操業コスト削減に向けた緊急の取組
を支援するため、省エネルギー・省コストにつ
ながる機器や漁具等の導入を支援すること
を目的とします。

10,000,000 5,000,000 R5.4.1 R6.2.29

省エネルギー・省コストにつながる機器等を
導入する中核的漁業者（認定漁業者、認定
新規事業者等）へ補助金を交付する。

事業実施中（R4からR5への繰越事業）

事業実施中（R4からR5への繰越事業） 事業実施中（R4からR5への繰越事業） 事業実施中 水産振興課

水産業省エネ機
器等導入緊急支

援事業
2

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要



Ⅲ 事業者支援

② 2次産業（ものづくり）

１７

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
製造業省エネ対
策支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響下におけ
る原油価格や物価高騰に対応するため、省
エネルギー化に繋がる事業を支援し、原油
価格や物価高騰による負担軽減を図る

55,114,000 55,114,000 R4.7.22 R5.3.31

設備導入支援（省エネ対策）    　 27件
43,336千円
現場改善活動支援（省エネ対策） 10件
11,778千円

工場内の省エネルギー化の取組に対する財
政支援を通じて、
中長期的な視野でものづくり産業の支援を実
施することができた。

エネルギー価格高騰については、引き続き
改善の動きがみられないことから、継続した
支援が必要。

①⑦⑧ まつえ産業支援センター

事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課

総事業費(円）

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業始期



③-1 観光

Ⅲ 事業者支援

③ 3次産業（商業・サービス業）

１８

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
観光需要V字回
復事業

新型コロナウイルス感染症の影響によって
落ち込んだ観光需要のV字回復を図る取組
みを実施する。

176,003,000 176,003,000 R4.4.1 R5.3.31

・即効性のある宿泊割引キャンペーン
57,362,500円
・姉妹都市連携宿泊割引事業　2,823,850円
・観光マーケティング・包括プロモーション事
業　　58,707,243円
・JATA島根地区委員会との連携プロモーショ
ン　8,430,061円
・交通機関連携施策事業　33,680,645円
・旅館組合独自プラン補助事業　8,000,000
円
・魅力発信動画制作事業　4,998,899円
・フィルムコミッション連携事業　2,000,000円

新型コロナウイルス感染症の影響によって
低迷した観光需要のV字回復に向けて、観
光需要の喚起に繋がる事業を展開すること
で、地域経済の回復に繋がった。

観光需要のＶ字回復に向けて実施した、宿
泊・観光施設の利用促進、旅行・宿泊商品
の造成、及び観光誘客対策プロモーション施
策により、観光需要回復を加速させ、効果を
地域経済に効果的に還元することができた。

⑧ 観光振興課

2
観光回復推進人
材確保事業

コロナ禍の中、観光需要回復策やコロナ収
束後を見据えたマーケティング、コンテンツ
開発、プロモーションの取組みを強化するた
め、一般社団法人観光協会の体制強化に係
る経費を支援する。

4,048,000 4,048,000 R4.4.1 R5.3.31

・JR西日本から松江観光協会へ出向する職
員１名受入の人件費負担額に対して補助金
を支出
人件費負担額（1名分） 4,048,000円

松江観光協会が行う観光需要回復策やマー
ケティング施策等に、職員の出向元である
JR西日本のノウハウや経験等を活かすこと
ができ、組織の活性化につながった。

観光需要回復等の誘客対策事業全般にお
いて、JR及び観光事業者等と連携した施策
を展開することができた。マーケティング戦略
を意識した出向者の主体的な取り組みは、
組織の活性化に効果があった。

⑧ 観光振興課

3
外国人滞在型観
光促進事業

新型コロナウイルス感染症により皆減となっ
た外国人観光客の誘客を促進し、地域経済
の活性化を図ることを目的に、松江観光協会
が訪日団体旅行誘致のために行う事業に対
し補助金を交付する。

1,655,560 901,000 R4.11.1 R5.3.31

【対象者】
旅行業者が企画・実施、手配し、日本国外で
販売したツアーのうち、下記条件を全て満た
すツアー
１．日本人以外を対象とし、観光を目的とした
ツアー
２．1回の送客人数が10人以上(ツアーガイド
等関係者及び宿泊費が無料である乳幼児を
除く。)のツアー
３．松江市内の宿泊業を営む施設に１泊以上
宿泊するツアーであり、「島根県国際チャー
ター便促進支援補助金」(島根県)の支援を受
けていないツアー
４．2022年11月1日から2023年3月31日まで
にチェックインするツアー
【交付額】
2千円※1×1回のツアー送客人数×市内宿
泊日数(3泊まで)
※1米子空港を出入国港として利用するツ
アーは、交付額1千円(出国又は入国のみ利
用する場合も含む。)
・上記を限度額とし、予算の範囲内で定める
額を日本円で交付するもの
・2022年11月1日から2023年3月末までに同
一の旅行業者に対し行う補助金交付決定額
は合計500千円を上限とするもの
【補助額】
上限：3,000千円

新型コロナウイルス感染症で落ち込んだ観
光需要をV字回復させ、インバウンド需要を
遅滞なく取り込むことを目的に、本市への誘
客を促進する事業を展開し、松江市への訪
日旅行客の増加に繋がった。
【実績】
対象者：886人(31ツアー)
〈内訳〉
2千円×712人(27ツアー)
1千円×174人(4ツアー)

同左 ⑧ 国際観光課

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要



③-1 観光

Ⅲ 事業者支援

③ 3次産業（商業・サービス業）

１９

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要

4

観光地の再生・
観光サービスの
高付加価値化事
業

新型コロナウイルス感染拡大の影響等で厳
しい状況に置かれている宿泊事業者等が、
国の令和3年度経済対策関係予算に盛り込
まれた「地域一体となった観光地の再生・観
光サービスの高付加価値化事業（地域一体
型）」に積極的に取り組めるよう予算の範囲
内において、県と強調して補助金を交付する
ことで、観光地としての魅力向上を図り、地
域経済の回復に繋げていくことを目的とす
る。

710,318,000 355,159,000 R4.12.1 R5.3.31

国の「地域一体となった観光地の再生・観光
サービスの高付加価値化事業」に取り組む
宿泊事業者等に対し、事業者負担を1/3に軽
減するための補助金を支出
・松江…9事業者（宿泊施設改修8件、廃屋
撤去2件）　322,776,000円
・玉造温泉…6事業者（宿泊施設6件）
216,622,000円
・美保関…10事業者（宿泊施設改修6件、観
光施設改修3件、廃屋撤去2件）
170,920,000円

・施設全体の高付加価値化を図ることができ
た事業者はもちろん、施設の一部しか改修
できなかった事業者も、宿泊単価の上昇に
加え、施設全体の稼働率の向上により、地
域経済の回復につながった。
・ハード整備を契機として、おもてなしの充実
に向けた取組も進み、松江のブランド力強化
にも好影響をもたらしてきている。

・補助金のおかげで計画していた投資計画を
前倒しができ、施設全体の付加価値向上に
大きく寄与していただけた。
・コロナ禍で事業が継続できるかどうかの瀬
戸際だったが、高付加価値化事業のおかげ
で客単価も上がり、快適に過ごせる施設とな
り、何とか乗り越えていけそうだ。
・今回の事業において、地域性が感じられる
富裕層に好まれる部屋に改修でき、高単価
なお客様が獲得でき売り上げの増進を図ら
れている。

⑧ 観光振興課

5
観光遊覧船燃料
費高騰緊急支援
事業費

コロナ禍における燃料費高騰に対し、観光遊
覧船事業者へ助成措置することにより、事業
者の経営安定維持に資するとともに観光の
振興を図る。

240,000 240,000 R4.4.1 R5.3.31
観光遊覧船事業を展開する事業者に対し、
エネルギー価格高騰の影響を緩和するため
補助金を交付した。

エネルギー価格高騰の影響を抑え、本市観
光業の管理維持体制及び事業を継続するこ
とができた。

支援に対しては大変ありがたいと思ってお
り、経営の安定化につながったことに加え、
事業継続に対する安心感も生まれた。

⑩ 観光施設課

6
松江市観光振興
公社補助金

新型コロナウイルス感染症の影響によって
減少した売上等に対して、公益目的事業を
実施する当該団体の事業継続を支援

42,339,935 40,000,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影
響により、当該団体が行っており本市を代表
する観光スポットである堀川遊覧船事業の
減収分等に対して、事業継続に向けた補助
金を交付した。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
りながら事業を継続することができ、本市観
光業への打撃を抑えることに繋がった。

新型コロナウイルス感染症により厳しい状況
が続く中、支援により経営状況の改善、安定
化につながり、事業を継続することができ
た。

①、④、⑦、⑧ 観光施設課

③-２ 交通

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
新しい生活様式
による公共交通
支援事業

新型コロナの影響で利用が激減した貸切バ
ス事業者を支援するため、市民の県内移動
を促進し、需要喚起を図る。

50,363,390 43,248,000 R4.4.1 R5.3.31

貸切バス事業者等を支援するため、島根県
が実施する貸切バス等による県内移動支援
事業への協調補助を下記のとおり実施した。
・対象事業者数　17社
・申請実績　1,670件
・補助率　1/3

本補助制度により市民の県内移動需要を喚
起することで、外出自粛の影響で利用者が
減少した貸切バス事業者等に対して効果的
に補助金を交付することができ、事業継続に
繋げることができた。

④⑦ 交通政策課

2 外出支援事業

新型コロナの影響で利用が激減した貸切バ
ス事業者を支援するため、市民の市内移動
（公的行事、福祉目的事業）を促進し、需要
喚起を図る。

1,488,000 1,171,000 R4.4.1 R5.3.31

市民の福祉増進のため、対象団体が行う貸
切バスを利用した市内移動事業に対して、下
記のとおり補助を行った。
・対象事業者数　14社
・申請実績　39件
・補助額：バス運賃のうち、以下を超える額
　　11～29人乗り：10,000円
　　30人乗り以上：40,000円

本補助制度により市民の市内移動需要を喚
起することで、外出自粛の影響で利用者が
減少した貸切バス事業者等に対して効果的
に補助金を交付することができ、事業継続に
繋げることができた。

④⑦ 交通政策課

3
一畑電車利用促
進事業

新型コロナの影響により、利用が減少した一
畑電車に対し、沿線自治体で構成する「一畑
電車沿線地域対策協議会」を通じて支援を
行う。

7,503,000 7,503,000 R4.4.1 R5.3.31

「一畑電車沿線地域対策協議会」を通じて、
沿線自治体である島根県及び出雲市と協調
し、下記のとおり特別支援事業として一畑電
車の運行経費の一部を支援した。
・松江市補助額　7,503,000円

外出自粛等により市民の行動が制限される
傍ら、社会的な要請を受けて市民の移動手
段を確保している一畑電車に対して効果的
な支援を行うことができたとともに、事業継続
につながった。

④⑦ 交通政策課

総事業費(円）

事業始期Ｎｏ 事業名 事業概要 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課



③-２ 交通

Ⅲ 事業者支援

③ 3次産業（商業・サービス業）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要

4
交通事業会計支
援金

新型コロナの影響により利用者が減少し、運
賃収入が減少した交通局の事業収益に対し
て支援を行う。

152,000,000 150,793,000 R4.4.1 R5.3.31

運賃収入が激減した公営路線バスの運行継
続を支援するため、下記のとおり支援を行っ
た。
・対象事業者　松江市交通局
・支援内容
　コロナ影響前であるH30交通事業会計営
業収益を基準とし、コロナ禍で運賃収入が大
きく減少したR4交通事業会計営業収益の減
収分の一部を支援。

外出自粛等により市民の行動が制限される
傍ら、社会的な要請を受けて市民の移動手
段を確保している交通局に対して効果的な
支援を行うことができたとともに、事業継続に
繋げることができた

④⑦ 交通政策課

5
燃料高騰緊急支
援事業費

新型コロナウイルス感染症の影響で利用者
が減少する中、更に原油価格が高騰し事業
採算に影響を与えている状況で、市民生活
を支えるため、事業を継続している市内の交
通事業者に対し、島根県と協調のうえ燃料
費の一部を補助する。

38,246,692 33,289,000 R4.4.1 R5.3.31

運賃収入が激減した民間路線バスの運行継
続を支援するため、下記のとおり支援を行っ
た。
・対象事業者
　市内交通事業者
・支援内容
●タクシー事業者
　下記の各号に掲げる燃料種別に応じ、当
該各号に定める額を補助単価とし、タクシー
事業における当該補助単価に各月燃料使用
量を乗じて得た額の合計額から国交省の燃
料価格激変緩和対策事業で得た助成額を減
じて得た合計額
（1）LPガス　1ℓあたり　21.8円
（2）ガソリン　1ℓあたり　13.5円
（3）軽油　1ℓあたり　13.8円
●バス事業者
　燃料1ℓあたり13.8円と設定し、下記に掲げ
る区分に応じ、当該各号に定める額とする。
（1）一般路線バス　補助単価に各月燃料使
用量をそれぞれ乗じて得た額の合計に1/2を
乗じて得た額。
（2）生活交通　補助単価に各月燃料使用量
をそれぞれ乗じて得た額の合計額

外出自粛等により市民の行動が制限される
傍ら、社会的な要請を受けて市民の移動手
段を確保している市内の交通事業者に対し
て効果的な支援を行うことができたとともに、
事業継続に繋げることができた。

④⑦ 交通政策課

新型コロナの影響により利用者が減少した
路線バス事業者（一畑バス）に対して支援を
行う。

150,058,455 150,058,000 R4.4.1 R5.3.31

運賃収入が激減した民間路線バスの運行継
続を支援するため、下記のとおり支援を行っ
た。
・対象事業者
　一畑バス株式会社
・支援内容
　H29～R1の3年間の人件費・燃料費相当額
のキロあたり単価の平均値に、令和3年10月
1日から令和4年9月30日まで実車走行キロ
を12で除し、8で乗じて算定した額の合計額
を支援。ただし、対象系統ごとの算定額は当
該系統の経常赤字額を上限とする。

外出自粛等により市民の行動が制限される
傍ら、社会的な要請を受けて市民の移動手
段を確保している路線バス事業者に対して
効果的な支援を行うことができたとともに、事
業継続に繋げることができた。

④⑦ 交通政策課

新型コロナの影響により利用者が減少し、原
油価格高騰等の影響を受ける路線バス事業
者（一畑バス）に対して支援を行う。

47,453,000 47,453,000 R4.4.1 R5.3.31

運賃収入が激減した民間路線バスの運行継
続を支援するため、下記のとおり支援を行っ
た。
・対象事業者
　一畑バス株式会社
・支援内容
　H29～R1の3年間の人件費・燃料費相当額
のキロあたり単価の平均値に、令和3年10月
1日から令和4年9月30日まで実車走行キロ
を12で除し、8で乗じて算定した額の合計額
を支援。ただし、対象系統ごとの算定額は当
該系統の経常赤字額を上限とする。

外出自粛等により市民の行動が制限される
傍ら、社会的な要請を受けて市民の移動手
段を確保している路線バス事業者に対して
効果的な支援を行うことができたとともに、事
業継続に繋げることができた。

④⑦ 交通政策課

路線バス緊急対
策事業

6

２０



③-３ その他

Ⅲ 事業者支援

③ 3次産業（商業・サービス業）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

1
事業復活支援金
支給事業

新型コロナウイルス感染症拡大や長期化に
伴う需要の減少又は供給の制約により大き
な影響を受け、自らの事業判断によらず売
上が大きく減少している中小法人等及び個
人事業者等に対して、事業の継続及び立て
直しのための取り組みを支援するため支援
金を給付するもの。

46,631,984 46,631,000 R4.4.27 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、
売上が減少した市内の事業者のうち、国の
事業復活支援金の対象とならない売上減少
率20％以上30％未満の事業者を支援する。
・交付件数：171件
・交付額：31,702千円

新型コロナウイルス感染症の感染が拡大す
る中で売り上げが減少し、経営に影響を受け
ている市内事業者に対し、経営継続のため
の支援を図ることができた。

新型コロナの影響が長期化する中、国の給
付金の対象とならない事業者に対して市の
独自の給付金があったことは事業継続の励
みになった。

⑦ 商工企画課

2
松江市にぎわい
創出支援事業補
助金

市内の商店街組織等が新型コロナウイルス
感染症対策を行いながら、地域の賑わい創
出や消費喚起・販売促進のために取り組む
事業を支援することで、地域商業の活性化
や街の賑わいにつなげる。

10,397,247 10,397,000 R4.4.27 R5.3.31

市内の商店街組織等が新型コロナウイルス
感染症対策を行いながら、地域の賑わい創
出や消費喚起・販売促進のために取り組む
事業に補助金を交付した。

【補助額】対象経費の2/3
 補助額上限600千円、下限50千円
・交付決定件数:29件
・補助額:10,293千円

補助金を交付することで、地域の賑わいが創
出されるとともに、消費喚起・販売促進のた
めに取り組む事業の財政的支援をすることが
できた。

・補助率が高く、イベント開催に必要な経費
に活用できた。

・消費喚起、販売促進につながった。

⑧ 商工企画課

3
アクションプラン推
進事業

新型コロナウイルス感染症の影響によって
減少した売上などについて一部経費を支援
し、競争力強化による事業継続・企業力向上
を促す

47,642,000 47,642,000 R4.4.1 R5.3.31

・設備導入支援事業　19件 33,002千円
・IT等導入支援事業 　 8件   4,112千円
・人材育成支援事業    6件   1,953千円
・販路開拓支援事業    6件   3,928千円
・現場改善活動支援事業　8件  3,531千円
・プロジェクト連携支援事業　 1件 71千円
・新製品・新分野チャレンジ支援事業 1件
1,045千円

コロナ禍において経営維持や新たな需要に
対応する企業に対し財政的支援をすることが
できた。

新型コロナウイルス感染症の影響もさること
ながら、エネルギーコスト高騰の影響により、
市内中小企業が経営に苦慮している中、補
助率の高い支援制度の活用により、古い設
備の更新等による生産コスト削減に一定の
効果が見られた。

①⑦⑧ まつえ産業支援センター

新型コロナウイルスの影響を受け、死亡者
の増加による松江市斎場の指定管理者の
負担を軽減する目的に実施するもの

1,263,191 1,263,000 R4.4.1 R5.3.31

コロナ陽性死亡者の火葬を時間外に実施す
ることで発生する費用については、指定管理
業者の実績報告額に対し市から実費分を
100％支給した。

通常件数以上に火葬が行え、火葬待ちとい
う状況の発生を抑制できた。
他の葬儀参列者と時間を重複させなかった
ため、混雑状況が防止でき、感染拡大防止
にも寄与した。
また時間外に実施したことの副次的な効果と
して、ご遺族は、他の葬儀参列者の目を気に
することなく、濃厚接触者（疑い含む）であっ
ても最後のお別れに立ち会うことができた。

ご遺族は、他の葬儀参列者の目を気にする
ことなく、濃厚接触者（疑い含む）であっても
最後のお別れに立ち会うことができたと喜ば
れた。
一方で従業員は、通常勤務に加えて、時間
外への対応をすることとなり、負担となった。

想定を上回る対応件数であったため、従業
員の労務管理や従業員に感染者が発生した
場合への対応など、万が一に対する備えの
ために時間と費用を要した。

①④ 市民課

コロナ禍における原油価格高騰の影響を受
けているガス料金について、松江市斎場の
指定管理事業者に対して、ガス代高騰分を
支援する目的で支援金を支給するもの

5,480,000 5,480,000 R4.4.1 R5.3.31
原油価格高騰の影響を受けているガス料金
について、ガス料金の高騰分を指定管理業
者に対して支給した。

高騰した料金分を適切に支援した。
結果として、指定管理者の年度収支は赤字
となったが、社会生活の維持に必要な斎場
を管理運営する事業者の支援ができた。

支援していただけたことに関しては、評価し
ている。
しかし価格高騰は、年度当初からその状況を
把握し、相談していた。例月の指定管理料で
は、価格高騰分を企業として数か月抱えるこ
とになった。年度末での支援だけでなく、支
援のタイミングを柔軟にしていただけると助
かる。また、価格高騰が継続するのであれば
、引き続き支援していただきたい。

④ 市民課

コロナ禍における原油価格高騰の影響を受
けている電気料金について、松江市斎場の
指定管理事業者に対して、電気料金高騰分
を支援する目的で支援金を支給するもの

1,987,000 1,987,000 R4.4.1 R5.3.31
原油価格高騰の影響を受けている電気料金
について、電気料金の高騰分を指定管理業
者に対して支給した。

高騰した料金分を適切に支援した。
結果として、指定管理者の年度収支は赤字
となったが、社会生活の維持に必要な斎場
を管理運営する事業者の支援ができた。

支援していただけたことに関しては、評価し
ている。
しかし価格高騰は、年度当初からその状況を
把握し、相談していた。例月の指定管理料で
は、価格高騰分を企業として数か月抱えるこ
とになった。年度末での支援だけでなく、支
援のタイミングを柔軟にしていただけると助
かる。また、価格高騰が継続するのであれば
、引き続き支援していただきたい。

④ 市民課

総事業費(円）

斎場指定管理料
増額事業

4

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要
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5
再生可能エネル
ギー機器等導入
促進事業補助金

新型コロナウイルス感染症で疲弊する地域
及び市民に対し、再生可能エネルギー機器
等の導入を補助金で補助をすることにより、
活性化をはかる。

40,280,000 11,903,000 R4.4.1 R5.3.31

・住宅用太陽光発電システム：1kwあたり
30,000円(上限120,000円)
・事業所用太陽光発電システム：1kwあたり
12,500円(上限50,000円)
・蓄電池設備：設置費(上限100,000円)
・ペレットストーブ：設置費の1/5(上限60,000
円)
・薪ストーブ：設置費の1/5(上限100,000円)
・太陽熱利用設備(ソーラーシステム)：設置
費の1/2(上限300,000円)
・家庭用燃料電池システム(エネファーム)：設
置費の1/10(上限140,000円)

・住宅用太陽光発電システム：142件
・事業所用太陽光発電システム：2件
・蓄電池設備：167件
・ペレットストーブ：0件
・薪ストーブ：21件
・太陽熱利用設備(ソーラーシステム)：4件
・家庭用燃料電池システム(エネファーム)：
35件

再生可能エネルギー機器等の導入を補助金
で補助し、コロナ禍での外出自粛や防災等
における電力の自家消費に対するニーズの
変化を一端として、地域経済の活性化の一
助となった。

⑧ 環境エネルギー課

6
商業・サービス業
省エネ対策支援
事業

新型コロナウイルス感染症の影響下におけ
る原油価格高騰・物価高騰等に対応するた
め、中小企業者が省エネルギー化を図るた
めに必要なエネルギー消費機器等を更新す
る経費の一部を補助することにより、中小企
業者の原油価格・物価高騰等による負担軽
減を図ることを目的とする。

47,616,572 47,616,000 R4.8.4 R5.3.31

新型コロナウイルス感染症の影響下におけ
る原油価格高騰・物価高騰等に対応するた
め、中小企業者が省エネルギー化を図るた
めに必要なエネルギー消費機器等を更新す
る経費の一部を補助した。

対象事業者：市内事業者（農林水産業・製造業を

除く）

補助率：対象経費の１/２
補助額：１０万円～３９万９千円
補助事業者件数：１６４件

新型コロナウイルス感染症の影響下におい
て原油価格高騰・物価高騰等の影響を受け
る事業者へ、省エネ機器更新費用の一部を
補助することで、事業者の省エネルギー化に
寄与した。

・電気代が上がり続けているので、効果が
あったかわからない。

・効きが良くなったので良かった。

⑧⑩ 商工企画課

7
創業等信用保証
料補助金

コロナ禍において事業所の減少が見込まれ
る中、創業者に対して、融資の際に生じる信
用保証料の負担を軽減することで、事業者
数の維持を図り、地方経済を維持・発展させ
る。

2,162,740 527,000 R5.1.10 R5.3.31 7件
島根県信用保証協会「創」を支援することに
より、市内の起業・創業環境の醸成を図るこ
とができた。

保証料負担ゼロ制度「創」について、松江
市・島根県保証協会・金融機関の三位一体
で事業実施することにより、起業・創業者へ
の周知が行き届き、市内の起業・創業環境
の充実を図ることが出来た。

④⑦⑧ まつえ産業支援センター

8
貨物運送事業者
燃料費高騰緊急
支援事業

コロナ禍における燃料費の急激な高騰の影
響を受ける貨物運送事業者を支援するた
め、支援金を給付するもの。

41,508,016 41,508,000 R4.10.28 R5.3.31

燃料費高騰の影響を影響を受けている市内
の貨物事業者に対し、燃料費の一部を支援
した。
・補助件数：118件
・補助額：40,638千円

燃料費高騰の影響を影響を受けている市内
貨物事業者の事業継続を図った。

燃料費高騰により経費が増大する中、給付
金が経営の助けになった。

⑦⑩ 商工企画課

9
廃棄物運搬事業
者燃料費高騰緊
急支援事業

コロナ禍において燃料価格高騰の影響を受
けている市内の廃棄物運搬事業者に対し、
燃料費の一部を追加で支援する。

20,892,403 20,892,000 R4.10.4 R5.3.31

燃料費の高騰の影響を受ける市内の廃棄物
収集運搬許可業者に対し、給付金を追加支
給した。
・対象者　令和5年1月1日時点での廃棄物
収集運搬許可業者
・給付決定事業者数　81事業者
・給付額　7,646千円

廃棄物の処理は社会生活の維持に必要な
事業であり、給付金を交付することで、安定
的な事業の継続に資することができた。

廃棄物処理業を行う上で不可欠な収集運搬
車両の燃料費を支援してもらったことで、安
定的な収集運搬の業務計画・体制を確保す
ることができ、大変助かった。

④、⑦、⑩ 環境エネルギー課

10
新型コロナウイル
ス感染症対応資
金補助金

新型コロナウイルス感染症感染拡大により
経営状況に影響を受けている外郭団体に対
し、島根県新型コロナウイルス感染症対応
資金借り入れに対する補助を実施

80,000,000 45,000,000 R4.4.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染症の影響により経
営状況に影響を受けた(株)玉造温泉ゆうゆ、
(株)きまち湯治村に対し、島根県新型コロナ
ウイルス感染症対応資金借り入れ返済のた
めの支援として補助金を交付した。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
りながら事業を継続することができ、本市観
光業を支える団体の事業継続に繋がった。

コロナ禍において悪化した法人の経営状況
が改善でき、健全な法人経営が活発な自主
事業の展開や請け負う指定管理施設の適正
な管理運営につながった。

①、④、⑦、⑧ 観光施設課

11

市民活動センター
指定管理者支援
事業（燃料費高
騰の影響による
光熱水費増加
分）

コロナ禍において、エネルギー価格高騰の
影響を受け、事業者負担が増している指定
管理者への支援を目的として、補助金を交
付するもの。

884,380 884,000 R4.4.1 R5.3.31

公の施設の指定管理に係る電気代、ガス代
及び灯油代のエネルギー価格高騰による影
響に関する補助を受けることにより、公の施
設の円滑な管理の確保及び安定した市民
サービスの継続を図るもの。

公の施設の円滑な管理を確保し、安定した
市民サービスの提供の継続に資する。

価格高騰の影響下にあり事業継続の助けに
なりましたが、昨年度を上回る価格及び
使用量の増加が見込まれるので今年度も継
続をお願いいたします。

⑩ 市民生活相談課

③-３ その他

Ⅲ 事業者支援

２２

③ 3次産業（商業・サービス業）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要



12
市営体育施設指
定管理者支援事
業

新型コロナウイルス感染症が収束していな
い状況において、利用者数が回復していな
い指定管理事業者に対して、安心・安全な
施設管理を維持するために支援するもの。

2,776,671 2,776,000 R4.4.1 R5.3.31

指定管理事業者を支援した。
  北陽ビル管理㈱：250千円
　きまち湯治村：2,039千円
　（特非）しんじ湖スポーツクラブ：487千円

施設利用料の減収分を補填することで、指
定管理事業者に対して、継続して施設の維
持管理ができるよう財政的支援を行った。

新型コロナウイルス感染症が収束しないた
め、利用料収入が感染前の状況まで回復し
ない中で、利用料の減収分の補填により、利
用者への良質なサービスの提供に資するこ
とができた。

⑦、⑩ スポーツ課

コロナ禍において、エネルギー価格高騰の
影響を受け、事業者負担が増している指定
管理者への支援を目的として、補助金を交
付するもの。

2,545,830 2,545,000 R4.4.1 R5.3.31

指定管理事業者に対して電気代及び灯油代
のエネルギー価格高騰分を支援した。

　北陽ビル管理㈱：532千円
　㈱MIしまね：2,013千円

補助金を交付することで、エネルギー価格の
高騰で資金不足が生じている指定管理事業
者に対して、財政的支援を行った。

エネルギー価格の高騰が財政状況を圧迫し
ている中で、補助金の交付があり事業継続
が可能となった。

⑦、⑩ スポーツ課

コロナ禍において、燃料価格高騰の影響を
受けている市営体育施設の指定管理者に対
し、電気代、灯油代の高騰分を支援すること
で施設の良質なサービスを維持するもの。

13,558,364 13,558,000 R4.4.1 R5.3.31

指定管理事業者に対して電気代及び灯油代
のエネルギー価格高騰分を支援した。

　きまち湯治村：3,081千円
　NPO法人かしま：8,692千円
　NPO法人SPORTIVOひがしいずも：1,408千
円
　松江市島根体育協会：377千円

エネルギー価格の高騰分を補填することで、
指定管理事業者に対して、継続して施設の
維持管理ができるよう財政的支援を行った。

エネルギー価格の高騰が財政状況を圧迫し
ている中で、エネルギー価格の高騰分の補
填により、利用者への良質なサービスの提
供に資することができた。

⑦、⑩ スポーツ課

6,190,778 6,190,000 R4.4.1 R5.3.31

指定管理制度を導入している松江勤労者総
合福祉センターにコロナの影響による補てん
を実施

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、使
用料収入が落ち込み、また、感染症対策とし
て消耗品などの費用が増大した。
補てんすることで、コロナ禍における施設の
適切な維持管理につながった。

しっかりとコロナ対策を行い、施設の安全性
を利用者の方に伝えることで利用者数は前
年度に比べ回復した。

⑤ 定住企業立地推進課

82,933,167 68,964,000 R4.4.1 R5.3.31
新型コロナウイルス感染症の影響による利
用者減等に伴い減収となった施設について、
指定管理料の補填を実施した。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
りながら公共施設の管理維持体制及び事業
を継続することができた。

新型コロナウイルス感染症による減収が続く
中で、各指定管理者の経済的打撃を抑え、
経営の安定化につながった。

①、⑤、⑦ 観光施設課

13,127,373 13,127,000 R4.4.1 R5.3.31

指定管理制度を導入している松江勤労者総
合福祉センターにエネルギー価格高騰の影
響に対する指定管理者支援を目的として補
助金を交付

補助金を交付することで、事業者の負担軽
減となり、省エネ対策を行う等、施設の適切
な維持管理につながった。

水光熱単価の上昇対策として、シャワーや照
明などを省エネ機材に交換し、水光熱費の抑
制に努めた。

⑩ 定住企業立地推進課

14,390,736 14,390,000 R4.4.1 R5.3.31
観光施設を管理する指定管理者に対し、エ
ネルギー価格高騰の影響を緩和するため補
助金を交付した。

エネルギー価格高騰の影響を抑え、各公共
施設の管理維持体制及び事業を継続するこ
とができた。

新型コロナウイルス感染症による減収に燃
料価格高騰が追い打ちをかける中、さらなる
各指定管理者への経済的打撃を抑え、経営
の安定化と適正な管理運営につながった。

⑤、⑩ 観光施設課

16

松江歴史館・松
江ホーランエンヤ
伝承館指定管理
者支援事業

コロナ禍において、エネルギー価格高騰の
影響を受け、事業者負担が増している指定
管理者への支援を目的として、補助金を交
付するもの。

9,806,208 9,806,000 R4.4.1 R5.3.31

エネルギー価格高騰の影響を受け、事業者
負担が増している指定管理者への支援を目
的として、補助金を交付した。
総事業費
【松江歴史館】9,732,594円
【松江ホーランエンヤ伝承館】73,614円

エネルギー価格高騰の影響を受け、事業者
負担が増している指定管理者の負担軽減に
つながった。

エネルギー価格高騰の影響を受け、増加し
ている事業者負担の軽減につながった。

⑩ 松江歴史館

17
障害者総合支援
事業費補助金

障がい福祉サービス施設・事業所等が、新
型コロナウイルス感染症の感染者等が発生
した場合において、関係者との緊急かつ密
接な連携の下、感染拡大防止対策の徹底や
創意工夫を通じて必要な障がい福祉サービ
ス等を継続して提供できるよう支援すること
を目的とする。

9,887,000 3,296,000 R4.4.1 R5.3.31

障害福祉サービス施設・事業所等で新型コ
ロナウイルス感染症が発生した場合等にお
いて、必要なサービスを継続して提供できる
ように、かかり増しの費用について支援を行
う。

新型コロナウイルス感染症により生じたかか
り増しの経費（衛生用品購入費、時間外手当
等）について補助することで、事業者の負担
を軽減した。

感染者や濃厚接触者が発生した際にサービ
スに必要な経費について支援を受け、感染
拡大防止に努めながら、サービス提供を継
続でき大変助かった。

④ 障がい者福祉課

コロナ禍において、エネルギー価格高騰の
影響を受け、事業者負担が増している指定
管理者への支援を目的として、補助金を交

付するもの。

新型コロナウイルス感染症の影響によって
売上等が減少した指定管理者に対して、事
業の継続を支援し、経営の安定化を図るも

の。

市営体育施設指
定管理者支援事
業（燃料費高騰
の影響による光
熱水費増加分）

13

公共施設等の管
理維持体制持続

化事業
14

公共施設等の指
定管理者支援事
業（燃料費高騰
の影響による光
熱水費増加分）

15

③-３ その他

Ⅲ 事業者支援

２３

③ 3次産業（商業・サービス業）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要



18

公共施設群使用
電力の再生可能
エネルギー100%
化事業

コロナ後の新しい社会における成長と2050
年カーボンニュートラルの実現に向けた取り
組みとして、再生可能エネルギーの最大限
の導入とエネルギーの地産地消を実現する
仕組みを検討する。

38,049,000 38,049,000 R4.11.5 R5.3.15

再生可能エネルギー導入促進のきっかけづ
くりとして、公共施設の使用電力を再エネ１０
０％とする仕組みづくりを検討、環境エネル
ギー部が所管する環境関連施設を対象に太
陽光発電と蓄電池の導入及び既存バイオマ
ス発電の活用について検討した。

太陽光発電及び蓄電池の設置：12施設
年間送電量
　オンサイト6施設：99.5Mwh/年
　オフサイト6施設：1,398Mwh/年
　Co2排出削減量：1,726t-co2
蓄電池
　環境センター100kwh（防災のため）
 川向リサイクルプラザ1,000kwh

既存バイオマス発電の活用について、非バ
イオマス発電分の半分を1施設に供給でき
る。

⑤ 環境エネルギー課

③-３ その他

Ⅲ 事業者支援

２４

③ 3次産業（商業・サービス業）

うち、交付金充当

（円） 担当課評価 事業対象者評価

総事業費(円）

事業始期 事業終期 事業実施内容

事業の効果
検証結果

（複数回答可）
担当課Ｎｏ 事業名 事業概要
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